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要旨 

科学技術政策研究所では、文部科学省の科学技術イノベーション政策における「政策のた

めの科学」推進事業の一環として、エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策の基礎とな

る体系的なデータ・情報基盤の構築を進めている。その方向性や今後の取り組みについて、

有識者による委員会で検討するとともに、その議論を深めるためにアンケート及びインタビュー

調査を実施した。 

多くの専門家が指摘している重要課題は、①ミクロデータの利用、②複数データベースの接

続、の２点である。すなわち、各種政策の効果の分析や大学等における研究開発の構造的な

分析には、従来の集計データのみでは不十分であり、ミクロデータ利用のニーズは非常に大き

い。また、複数のデータベースを用いた横断的な分析の必要性が高まっており、データベース

の接続に大きな関心が寄せられている。さらに、③データ・情報基盤構築が政策評価に役立つ

ことの重要性が指摘された。また、「政策のための科学」は、政策決定のプロセスに密接に関連

することを目指しているため、データ・情報基盤の構築に際しては、④研究者と政策担当者

の相互交流と国際的な交流が不可欠、との指摘がなされた。 

 

 

Building Data Infrastructure and Providing Data for Science of Science 
Technology and Innovation Policy

Research Unit for Science and Technology Analysis and Indicators, National Institute of 

Science and Technology Policy (NISTEP), Ministry of Education, Culture, Sports, Science 

and Technology (MEXT) 

ABSTRACT 

As part of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology's project to 

promote the "Science of Science Policy," the National Institute of Science and Technology 

Policy (NISTEP) works to promote the development of systematic data and information 

infrastructure that can serve as a foundation for evidence-based science, technology, and 

innovation policy. Along with study by its committee of experts, NISTEP also carried 

questionnaire and interview surveys regarding the direction of such development and possible 

future initiatives. 

A number of experts pointed out the following two issues: 1) use of micro data and 2) 

connecting multiple databases. In other words, conventional aggregated data alone is 

inadequate for analysis of the effects of policy and structural analysis of R&D at universities 

and other institutions. There is a great need for the utilization of micro data. In addition, it is 

becoming increasingly necessary to use multiple databases for interdisciplinary analysis. 

There is much interest in connecting such databases to each other. Furthermore, experts 



 

 

 

pointed out 3) the importance of the role data and information infrastructure development 

plays in policy evaluation. Finally, since the aim of the "Science of Science Policy" is a close 

connection to the policy-making process, experts pointed out that during data and information 

infrastructure development, 4) interaction between researchers and policy makers and 

international interaction are essential. 
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概 要  
 



 

 

    

 



 

 

 

「科学����ベー���政策のための科学」 

に��るデータ・情報基盤��の��に�する�� 

 

�� 

１．背景・目的 

近年、科学技術の高度化・複雑化や科学技術と社会の関係の深化を背景として、これまで

以上に客観的根拠（エビデンス）と合理的な政策形成プロセスに基づいた、科学技術イノベー

ション政策の推進が求められている。こうした背景の下、文部科学省では、「エビデンスに基づ

く政策形成」の実現を目指した科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」（以

下、「政策のための科学」）推進事業を 2011 年度から開始した。その一環として、科学技術政

策研究所では、「政策のための科学」推進のための体系的なデータ・情報基盤の構築を進め

ており、その中の主要事業のひとつとして、「データ・情報基盤の全体システム設計及びデータ

提供事業の推進」事業を実施した。本報告書は、2011 年度の本事業において検討した結果

及び、科学技術政策研究が並行して進めてきた検討結果について報告する。 

 

２．「政策のための科学」に資するデータ・情報基盤のニーズと課題 

「政策のための科学」に資するデータ・情報基盤全般の現状・課題を明らかにするとともに、

今後の進め方・あり方について幅広く議論を行うために、関係する有識者による委員会（委員

長：元橋一之東京大学教授）を開催した。また、委員会での議論を深めるために、アンケート及

びインタビューにより多くの方々の意見を収集した。以下、これらを通して明らかになった「政策

のための科学」に資する「データ・情報基盤構築」へのニーズと課題について記す。 

  

（1） ミクロデータの利用 

政策の効果の測定や分析、大学における研究開発についての構造的な分析には、従来の

集計データのみでは不十分であり、機関レベル等のミクロデータに基づく要因分析が不可欠で

ある。科学技術政策研究所では、このようなニーズへの対応をデータ・情報基盤の構築におけ

る重要課題の一つと位置付けていたが、ここで実施したアンケート及びインタビューによって、

そのようなニーズが極めて大きいことが調査結果として示された。言い換えれば、「政策のため

の科学」を担う専門家等の間で、ミクロデータに基づく分析の重要性が広く共有されていること

が確認された。 

  

（2） 複数データベースの接続 

研究者や政策担当者が直面する様々な課題は、個別のデータベースで対応できるものから、

複数のデータベースを用いた横断的な分析が必要なものになりつつある。そのためのデータベ

ースの接続には、複数のデータベースに収録された個別機関や研究者といったミクロレベルの

項目を共通の単位とするデータ接続に大きな期待が寄せられていることが明らかとなった。そ

1



 

 

 

のようなデータの接続を可能にするには、データ照合手法、不完全データの扱い、匿名化処理

などの技術的な問題とともに、利用制限のあるデータを「政策のための科学」において、どのよ

うに活用するかなどの検討も必要であり、これらが喫緊の課題となっている。 

 

（3） 利用ニーズの高いデータ 

「政策のための科学」に関連する研究においては、科学技術研究調査、学校基本調査、企

業活動基本調査などが多く利用され、データ接続のニーズも高い。これらを含め、利用ニーズ

の高いと考えられるデータをインプット、アウトプット、アウトカムという流れの中で種類によって分

類し、概要図 1 にまとめた。 

 

概要図 1 利用ニーズの高いデータの分類 

 

（4） 政策立案・評価に資することの重要性 

委員会では、データ・情報基盤の具体的な内容を議論するとともに、その果たすべき機能に

ついても検討した。そのなかで、政策の立案・評価に有用なデータ・情報基盤を構築することが

重要であることが明確になった。特に、政策評価は、評価対象となる政策目標の明確化、評価

可能な指標の設定、それらのエビデンスに基づいた議論といったプロセスから成っているため、

それぞれの段階に役立つようなデータ・情報基盤が必要であるとの指摘がなされた。 

2



 

 

 

 

３．データ・情報基盤構築の 2011 年度の取り組み 

（1）論文、特許を中心としたデータ・情報基盤構築の取り組み 

科学技術政策研究所では、これまでの蓄積、経験に基づいて必要と考えるデータの構築を

本事業において開始した。２つの個別事業、①「公的研究開発システムにおける科学知識生

産に関するデータ整備」と、②「産業におけるイノベーションに関するデータ整備」がその事業

であり、これらは、ともに個別機関レベルでデータを整理し、論文、特許のデータを中心として、

研究資金、企業活動、イノベーションなどの関連するデータを相互に接続・拡張しようとするも

のである。これは調査によって示されたミクロデータの利用、複数データベースの接続という研

究ニーズに応えるものといえる。 

 

（2）次期 e-Rad 構築等における意見交換 

次期府省共通研究開発管理システム（e-Rad）は、競争的資金制度を中心として研究開発

管理に係る一連のプロセス（応募受付→審査→採択→採択課題管理→成果報告等）をオンラ

イン化する府省横断的なシステムであり、関連データベース（ReaD & Researchmap など）との連

携を図りながら構築に向けて検討が続けられている。科学技術政策研究所は、次期 e-Rad を

「政策のための科学」で活用できるように、関係部局と意見を交換してきた。引き続き関係部局

と調整し、研究者、研究資金といったインプットからその成果であるアウトプットまでの情報を研

究者単位、プロジェクト単位で収集できるようになることが次期 e-Rad に期待される。 

 

（3）研究者と政策担当者の相互交流と国際交流 

「政策のための科学」は、政策決定のプロセスに密接に関連することを目指すものであり、研

究者と政策担当者の相互交流が不可欠である。科学技術政策研究所では 2012 年 2 月にデ

ータ・情報基盤構築に関する国際会議を開催し、国家あるいは国際機関において、大規模な

データ基盤整備やその活用に取り組んでいる専門家等を招待して、日本の研究者、政策担当

者との国際的な交流を図った。 

 

以上、2011 年度の取り組みについて記したが、これらデータ・情報基盤の構築は、継続的に

進めなければ意味がないとの指摘が多数あり、科学技術政策研究所では 2012 年度以降も長期的

に取り組むべき課題であると考えている。 
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�1� 事業の��・目的 

近年、科学技術の高度化・複雑化や科学技術と社会の関係深化を背景として、これ

まで以上に客観的根拠（エビデンス）と合理的な政策形成プロセスに基づいた、科学技

術イノベーション政策の推進が求められている。こうした背景の下、文部科学省では、

「エビデンスに基づく政策形成」実現を目指した推進体制の整備や調査研究、データ・

情報基盤整備、人材育成などを実施する科学技術イノベーション政策における「政策

のための科学」（以下、「政策のための科学」）推進事業を 2011 年度（平成 23 年度）か

ら開始した。また、科学技術政策研究所では、「政策のための科学」推進の基盤となる

データ・情報の収集・整備・公開を目指した「データ・情報基盤整備」を進めている。 

本事業（「データ・情報基盤の全体システム設計及びデータ提供事業の推進」）は、

データ・情報基盤全体のシステム設計やあり方を検討すると共に、Web サイトによるデ

ータ・情報公開のプラットフォームを構築することで、「政策のための科学」に資する「デ

ータ・情報基盤整備」を一層効果的に推進することを目的とする。 

��� 本事業を�めた関�事業の構成・全体像 

上記のような背景の下、2011 年度から「政策のための科学」推進事業が開始されて

いる。その全体像を以下に示す。本事業（「データ・情報基盤の全体システム設計及び

データ提供事業の推進」）は、下図における「データ・情報基盤の構築」に当たる取り組

みの一環として実施された。 

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業の創設科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業の創設科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業の創設

推進機能の構築推進機能の構築

政策課題対応型調査研究の推進政策課題対応型調査研究の推進

公募型研究開発プログラムの推進公募型研究開発プログラムの推進

データ・情報基盤の構築データ・情報基盤の構築

基盤的研究・人材育成拠点の形成基盤的研究・人材育成拠点の形成

○ 科学技術イノベーション政策の経済・社会�の��を客観的・��的に示す�とが��。
○ 客観的根拠に基づく政策の企画立案のためのデータ基盤が��分。
○ 科学技術イノベーション政策に精通した��の�が�く、��らの��の����������。

○ 科学技術イノベーション政策の経済・社会�の��を客観的・��的に示す�とが��。
○ 客観的根拠に基づく政策の企画立案のためのデータ基盤が��分。
○ 科学技術イノベーション政策に精通した��の�が�く、��らの��の����������。

現状及び課題現状及び課題現状及び課題

経済・社会等の状況を多面的な視点から把握・分析した上で、課題対応等に向けた有効な政策を立案
する「客観的根拠（エビデンス）に基づく政策形成」の実現を目指す。

�政

��デ��

有機的連携

コミュニティ
形成

・ 文部科学省に「推進委員会」の創設
・ 政策科学推進室の設置

・ 短中期の政策課題に対応した調査研究
の実施
（当面は研究開発投資効果を対象）

・ 中長期的に寄与する解析手法や評価指標
等に関する研究開発を公募により実施
（文部科学省が公募に係る基本方針を提示）

・ 「政策のための科学」に資するデータを体
系的かつ継続的に蓄積する基盤の構築

・ データ利用環境の整備

・ 「政策のための科学」を担う政策担当者及び
研究者を育成する新たな拠点の形成

・ 拠点間及び他機関とのネットワークの構築

平成２３年度予算額 ： ８０２百万円（新規）

 
（出典）文部科学省 科学技術・学術審議会（第 36 回）H23.5.31 資料 1 

図 1-1 「政策のための科学」推進事業の全体像 
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また、上図の「データ・情報基盤の構築」は、具体的には以下のような個別課題として

実施された。 

 

表 1-1 科学技術政策研究所が 2011 年度に実施したデータ・情報基盤関連事業の全体像 

調査研究領域 調査研究課題 概要 

デ
ー
タ
・
情
報
基
盤
整
備 

（１）全体システ
ム 設 計 及 び デ
ー タ 提 供 事 業
の推進 

データ・情報基盤の全体シ
ステム設計及びデータ提供
事業の推進 

データ・情報基盤整備の全体的な方向性や構
成・内容について検討を行う。そのために、関
係機関実務者・専門家会議の運営も行う。 
また、データ提供事業については、実際に Web
サイトの構築・開設・運営を行う。 

（２）個別データ
の整備 

①公的研究機関に関するデ
ータ整備 

大学や公的研究機関の研究開発のインプット
とアウトプットに関するデータを整備する。特に、
研究開発インプットとアウトプットのデータをミク
ロレベルでリンクさせ、政府の研究開発投資の
成果や研究開発システムに与えた影響を定量
的・構造的に分析できるようにする。 

②産 業 の研 究 開 発 等 に関
する基盤的なデータ整備 

産業部門におけるイノベーションの実態を明ら
かにし、また、企業活動全般とイノベーションを
関連付けるために、特許データを中心に、企業
財務データ、企業の研究開発・イノベーション
等に関するデータを体系的に整備する。 

③科学技術システムの状況
の時系列観測の実施（定点
調査） 

科学技術システムの状況・変化や科学技術政
策の効果について、定量的データで示すことの
できない事柄について体系的定性データにより
把握する。そのために、階層化した調査対象者
（回答者集団）を構成し、Web サイトを通じて定
期的に回答を得る仕組みを構築する。 

④博 士 課 程 修 了 者の追 跡
システムの構築 

博士課程修了者の卒業後の追跡システムを構
築する。これにより、卒業生の長期的なキャリア
パスをとらえ、優秀な卒業生を生み出した教育
システムの分析を可能にする。 

（ ３ ） 政 策 課 題
対応 型 調 査 研
究 の 進 展 に 伴
い 作 成 さ れ た
データの提供 

①無形資産・生産性・政策
に関するデータベース構築 

研究開発を含む無形資産投資、技術・知識ス
ピルオーバー（産業間、地域間、企業間、大学
および公的研究機関と企業）、科学技術政策、
イノベーション、それらの成果としての生産性上
昇等に関するデータのうち、秘匿制約の無い産
業・地域レベルの集計データや上場企業ミクロ
データでデータベースを構築する。このデータ
ベースは、邦文と英文で Web 上に公開する。 

②過 去 の科 学 技 術 政 策 に
おける資源配分・重要施策
データベースの構築 

文部科学省や内閣府が保有している科学技術
関係予算や重要施策に関する行政データや白
書等の公開資料を収集し、分野別（ライフサイ
エンス分野、ナノテクノロジー分野等）、性格別
（基盤的資金、競争的資金、プロジェクト資金）
などに分類した、過去に遡った長期のデータベ
ースを構築する。 

 

（注）本事業は、上表の「データ・情報基盤の全体システム設計及びデータ提供事業の推進」に該当する。 

（出典）科学技術政策研究所作成資料  
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1. ���の�� 

本事業は、前述の通り「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する「デー

タ・情報基盤整備」の推進を目的としている。これについて、本事業では以下を主な視

点として調査・検討を実施した。 

（1） 科学技術イノベーション政策全般をターゲットとした調査・検討 

本事業は、科学技術だけでなくイノベーションに関わる政策全般を対象として、デー

タ・情報基盤整備の検討・実施を図った。従って、本事業で検討・実施されるデータ・情

報基盤整備は必ずしも文部科学省の政策に限られるものではなく、国全体としての「科

学技術イノベーション政策」を想定している。 

（2） 公的資金の投資（ファンディング）への注目 

科学技術イノベーション活動は政府・公的研究機関・大学・民間企業など様々なプ

レーヤーによって実施されており、それらの活動を促進するための政策にも様々な選択

肢が考えられる。本事業では、その中で特に研究開発などに関する公的資金投資とそ

の成果・効果に重点を置いて検討を行った。これは、主に以下のような事柄が背景とな

っている。 

 

公的資金投資に注目する背景 

○ 近年の財政状況の中、公的資金投入に対する説明責任を果たすことが強く求めら
れていること。 

○ 科学技術への投資額が頭打ちとなる中、より効率的な資源配分を実現する必要が
あること。 

○ 科学技術政策研究所が 2011 年度に実施したデータ・情報基盤関連事業で、ファ
ンディングに関するデータ整備や分析を実施しており（表 1-1）、それら事業の方向
性に対しても検討を加える必要があること。 

 

（3） データ・情報基盤に対する幅広いユーザーの想定 

「政策のための科学」は、「科学」として研究者が推進・発展させる一方で、政策担当

者などが得られた成果を積極的に利用することが不可欠である。従って本事業におい

ては、「政策のための科学」に資するデータ・情報基盤のユーザーとして、研究者だけ

でなく、政策決定に関わる担当者やそれを支援する専門家・有識者といった範囲まで

を想定しながら、そのあり方を検討した。 
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2. ���の���� 

本事業では、「政策ための科学」に資するデータ・情報基盤の整備を促進するため、

以下の内容を実施した。 

（1） 「政策のための科学」に資するデータ・情報基盤のあり方の検討 

関係する有識者による委員会を設置し、「政策のための科学」に資するデータ・情報

基盤全般や関連事業（表 1-1）の現状・課題、および今後の進め方・あり方について幅

広く議論を行い、その内容を取りまとめた。 

（2） 「政策のための科学」に関する意見・情報収集 

「政策のための科学」に関係する研究者に対してアンケート調査およびインタビュー

調査を実施し、「政策のための科学」や「データ・情報基盤整備」に対する意見や要望

などを収集・分析した。 

（3） 科学技術イノベーションに関する各種データの整備 

科学技術イノベーションに関連する既存の各種データについて、その内容を考慮し

ながら優先的に整備すべきものの検討を行った。また、一部のデータについては電子

データ（Excel 形式）の形で実際に整備を行った。 

（4） データ公開用 Web サイトのコンテンツ作成 

科学技術政策研究所の全レポートを検索するシステムを、リポジトリシステム DSpace1

を利用して構築した。Web サイトに掲載する科学技術指標 HTML 版、外部のデータ・

情報基盤の所在情報を収集・整理したページ、システムに登録するレポートの書誌情

報を作成し、統計情報表示機能を実装した。 

（5） データ公開用 Web サイトの構築 

科学技術政策研究所の Web サイトの現状を踏まえ、コンテンツを一般利用者に提供

するための Web サイトを設計し、コンテンツマネジメントシステム（CMS）を活用して、実

装可能なシステムを構築した。 

                                               

 
1 http://www.dspace.org/ 
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本報告書は主に以下のような構成となっている。 

まず、第１章で本事業の概要・全体構成について述べたあと、第 2 章においては「デ

ータ・情報基盤」の現状の課題や今後のあり方について、委員会やアンケート、インタビ

ュー調査から得られた内容を整理した。最後に第 3 章では上記の内容を受け、本事業

のまとめと 2012 年度以降における「データ・情報基盤整備」の方向性についてさらなる

検討を行い、その結果を取りまとめた。 

「データ・情報基盤」の現状の課題や今後のあり方について、また学習に役立つ論文、

書籍についてアンケートを実施し、その回答フォーマットを付属資料 A に掲示した。委

員会で話題提供していただいた発表資料と発表内容については付属資料 B にまとめ

た。インタビュー調査結果については付属資料 C に示した。日本でも「政策のための科

学」に関する拠点形成を開始したが、本報告では海外の「政策のための科学」に関する

教育研究拠点の教育プログラム、職員の状況などを Web サイトの公開情報から得られ

る範囲で調査し、付属資料 D に整理した。アンケートで得られた「政策のための科学」

に関連する論文、書籍等のドキュメントを付属資料 E に整理した。 

なお、前節で紹介した本事業の実施内容のうち、（3）から（5）にあたるデータ提供事

業については、公開する Web サイトの構築に関するもので本報告書では省略する。詳

しくは、Web サイトを参照されたい。 

本報告書において、本事業「データ・情報基盤の全体システム設計及びデータ提供事業

の推進」以外で、科学技術政策研究所が検討したものは、第２章第１節に【参考】として

記載した、①次期府省共通研究開発管理システム（e-Rad）の検討状況（科学技術政

策研究所が関与）と、②個別データの整備状況（科学技術政策研究所の委託事業）、

及び、第２章第３節に記載した、③データ・情報基盤の構築に関する国際会議（科学技

術政策研究所の主催）である。 
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1. ���委員会��� 

本調査では、「政策のための科学」における今後のデータ・情報基盤のあり方を検討するに

当たって、以下の有識者や科学技術関連のデータ・情報を扱う関係府省担当者による「デー

タ・情報基盤に関する専門委員会」を開催した（表 2-1）。 

 

表 2-1 「データ・情報基盤に関する専門委員会」委員（敬称略） 

役職 氏名 所属 

委員長 元橋 一之 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

委員 

新井 紀子 
情報・システム研究機構  

国立情報学研究所 社会共有知研究センター長 

市村 英彦 東京大学大学院 経済学研究科 教授 

乾 友彦 
内閣府 経済社会総合研究所 上席主任研究官  

(併) 大臣官房統計委員会担当室長 

榎本 剛 
文部科学省 高等教育局 企画官  

 (併) 高等教育企画課高等教育政策室長 （第１回～３回） 

合田 哲雄 
文部科学省 高等教育局 企画官  

 (併) 高等教育企画課高等教育政策室長 （第４回） 

梶川 裕矢 東京大学大学院 工学系研究科 特任講師 

鈴木 潤 政策研究大学院大学 教授 

田中 正幸 文部科学省 大臣官房政策課情報化推進室長 

東條 吉朗 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構  

総務企画部長 

冨田 秀昭 
独立行政法人経済産業研究所  

研究コーディネーター（研究調整担当）兼上席研究員 

水野 充 
独立行政法人科学技術振興機構  

イノベーション推進本部情報提供部長 

オブザー

バ 

山下 恭範 文部科学省 科学技術・学術政策局 政策科学推進室長 

岡村 麻子 科学技術振興機構 研究開発戦略センター フェロー 

科学技術

政策研究

所 客員

研究官 

伊地知寛博 成城大学 社会イノベーション学部 教授 

調 麻佐志 東京工業大学 理工学研究科 准教授 

林 隆之 大学評価・学位授与機構 准教授 

山下 泰弘 山形大学 企画部 准教授 
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本委員会では、「政策のための科学」に資する「データ・情報基盤整備」について、そ

の前提となる政策課題・目標から実際に整備を進めるに当たっての留意点、具体的な

課題などについて幅広く議論を行った。 

次節以降では、本委員会における検討内容を受け、科学技術政策研究所が取りま

とめた結果を示す。 

 

表 2-2 「データ・情報基盤に関する専門委員会」における主な検討内容 

回数 開催日 議事内容 

第 1 回 
2011 年 
11 月 11 日

○ 本調査・委員会および関連調査・委員会の概要説明。 

○ 本委員会での検討内容・方針についての議論。 

○ 「データ・情報基盤整備」の目的に関する議論。 

第 2 回 
2011 年 
12 月 27 日

○ 「データ・情報基盤整備」への問題意識に関する委員アンケート
結果の整理・議論。 

○ 「イノベーション」に関連した「データ・情報基盤整備」のあり方に
ついて、委員からの話題提供および議論。 

第 3 回 
2012 年 
1 月 10 日

○ 「データ・情報基盤整備」に関連した科学技術イノベーション政
策の目標・課題に関する議論。 

○ 「サイエンス」に関連した「データ・情報基盤整備」のあり方につい
て、委員からの話題提供および議論。 

第 4 回 
2012 年 
3 月 16 日

○ 本委員会に関連した調査報告書（案）の確認、意見収集。 

○ 「データ・情報基盤整備」に関連した科学技術イノベーション政
策の目標・課題に関する議論。 

○ 来年度以降における「データ・情報基盤整備」事業の進め方に
関する議論。 

 

 

 

 

 

 

13



 

 

 

2. ��の���な�データ・情報基盤の必要性 

（1） 「エビデンスに基づいた政策形成」から見たデータ・情報基盤の必要性 

知識基盤社会化やグローバル化といった社会・経済など様々な外部環境が急速に

変化する中、持続的なイノベーションの創出や、その基盤となる科学技術への期待が

高まっている。こうした状況に対応するため、科学技術イノベーション政策のあり方が注

目されており、エビデンス（科学的根拠）に基づいた科学技術イノベーション政策の形

成がこれまで以上に求められている。 

エビデンスに基づいた政策形成を実現するに当たっては、大きく分けて以下の 2 つ

の要素が必要である。これらは、エビデンスに基づいた政策形成の実現という目的を共

有し、ニーズ・シーズを提示し合いながら、互いに発展していくことが必要となる。 

 

 「科学技術イノベーション政策のための科学」の確立 

政策形成に用いる様々なエビデンスを構築・活用するためには、科学的な方法

論が必要となる。こうした方法論の開発・実践を推進する場として「科学技術イノ

ベーション政策のための科学」（以下、「政策のための科学」）の確立が必要であ

る。 

 科学技術イノベーション政策形成メカニズムの構築 

「政策のための科学」において開発された有効な手法・ツールは政策形成過程

の中で適切に活用され、政策をより良い方向へ誘導していくことが必要である。

そのためには、科学技術イノベーション政策において、いわゆる PDCA サイクル

を構築し、その中で「政策のための科学」から提供される様々な知見を生かして

いくことが必要である。 

 
【出典】『エビデンスに基づく政策形成のための「科学技術イノベーション政策の科学」の構築』, 科学技術振興機構 研究開発

戦略センター, 2010 

図 2-1 「エビデンスに基づいた政策形成」に必要な 2 つの要素 
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政策形成に用いられるエビデンスを構築するには、「政策のための科学」による方法

論だけでなく、客観的なデータ・情報の存在が前提となる。また、政策形成における

PDCA サイクルを持続的に推進するには、必要に応じて随時参照・活用が可能なデー

タ・情報基盤の構築が不可欠である。 

（2） 政策担当者および研究者・専門家双方から見たデータ・情報基盤の必要性 

データ・情報基盤と政策担当者、「政策のための科学」に関連した研究者・専門家1と

の関係を示したものが図 2-2 である。政策担当者は行政上の情報や既存の統計デー

タを、研究者・専門家は独自に収集・整備した様々な情報を有しており、これらを相互

に提供・参照する仕組みとしてデータ・情報基盤の構築が必要となる。また、政策担当

者と研究者・専門家の間でも「政策のための科学」に関連したシーズ（新たに構築され

たエビデンスや方法論）とニーズ（研究対象とするべき政策課題）の共有が行われ、間

接的にデータ・情報基盤にも影響を与える。 

このような関係の中、データ・情報基盤の必要性やあり方を考える上で、以下の点を

考慮する必要がある。 

 

 政策担当者（トップダウン）のニーズ 

今後の政策をより科学的・客観的に立案・実施するのに必要なデータ・情報基

盤を検討する必要がある。その際、短期的に当面の政策目標・課題の評価・分

析を行うため必要なデータ・情報基盤と、中長期的に科学技術イノベーション政

策における PDCA サイクルを実現するために必要なデータ・情報基盤のあり方に

ついてそれぞれ検討する必要がある。 

 研究者・専門家（ボトムアップ）のニーズ 

政策形成に資する科学的方法論の研究へ様々な視点から取り組む研究者に

対しては、そうした研究を促進するために必要なデータ・情報基盤のあり方を検

討する必要がある。 

                                               

 
1 政策に関わる調査・分析などを行う者として、政策担当者や研究者以外にも、例えば民間の研究機関・シンクタンクなどには

「専門家」が存在する。「専門家」は必ずしも「政策のための科学」を研究しているわけではないが、政策担当者からの委託調査

や独自調査によって情報収集・分析を行っており、政策担当者の意思決定を支援しているものと想定される。 
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• 政策担当者からの
分析ニーズ提示

• エビデンスを提供

• 行政情報等
の整備・提供

• エビデンス
データの提供

• 諸データの
整備・提供

• エビデンス
データの提供

研究者
・専門家 政策担当者

データ・
情報基盤

政策の
ための科学

政策ニーズを踏まえた
「エビデンス」の作成

政策の立案・検討・評価

 

図 2-2 「政策のための科学」におけるデータ・情報基盤の位置付け 

 

3. 検討の�� 

前節で述べたように、エビデンスに基づいた政策形成や「政策のための科学」を確立

するためには、適切なデータ・情報基盤の整備が不可欠である。本委員会は、データ・

情報基盤整備に関する方向性の検討に資することを目的として、研究者および政策担

当者双方から、以下のような観点について議論を行った。 

 

議論の観点 

○ これまでに構築されてきたデータ・情報基盤には、どのような課題があるか。 

○ 今後、「エビデンスに基づく政策形成」を実現していくに当たっての課題は何か。 

○ 特に、「エビデンスに基づく政策形成」を実現するため、データ・情報基盤整備事業
全体をどのように構築すべきか。 

○ 政策担当者や研究者の立場から、特に優先して整備するべきデータ・情報基盤は
何か。 
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4. ��の��・�� 

（1） 委員・有識者による論点整理 

本委員会では、全体の議論の基盤として、委員や外部有識者による論点整理や提

案に関して発表し議論を行った。発表資料とその内容について付属資料 B に示す。本

項では、実施された話題提供の概要を示す。 

（a） 科学技術に関連したデータ・情報基盤整備のあり方について 

（i） 話題提供 1（東京工業大学大学院 調 麻佐志 准教授） 

科学計量学的な指標・手法を科学技術イノベーション政策で実践する際の課題や

有効範囲について、最近の研究成果から整理いただいた。その主な内容は以下の通り

である。 

1) 科学計量学的な指標の使用には一定の限界があるものの、ファンディング・プログラム

に有益な情報を提供できる 

科学計量学的指標は基本的に過去の実績を表すものであるため、将来性・可能性

といった「forward looking な」視点が必要なプロジェクト事前評価への適用には限界が

あるといった認識や、指標による評価のコスト・効率性の観点から、多くの既存研究や

実践事例において、科学計量学的な指標の使用は慎重に進められていることが紹介さ

れた。 

但し、ピア・レビューの支援・可視化や、可視化を通じたプロジェクト事前評価プロセ

スの検証、ファンディング戦略策定支援に活用するなど、既存の事例を踏まえながら、

ファンディング・プログラム全体の改善に役立てることが可能であると指摘された。 

2) データ・情報基盤としては共通的かつコストの高い事柄を優先すべき 

科学計量学的の活用は、その目的や研究分野などに応じて非常に多様で個別的な

対応が求められる。従って、データ・情報基盤の整備に当たっては、科学計量学の実

践において共通的でコストの高いデータや作業を優先すべきと指摘された。具体的に

は、データベース上での「名寄せ」や各種分類（学術分野、セクター分類など）や、デー

タ間の対応関係などについて、整備の必要性が指摘された。 

（ii） 話題提供 2（大学評価・学位授与機構 林 隆之 准教授） 

エビデンスベースの評価に当たって特に必要な要素について、「政策のための科学」

やデータ・情報基盤整備などを中心に整理いただいた。その主な内容を以下に示す。 

1) 一面的な評価・分析の流れに対抗する意味でも、適切なエビデンスに基づいた評価を

実施する必要がある 

近年頻繁に実施されている民間の「大学ランキング」や事業仕分けなどにおいて一

面的な視点からの評価が見られており、こうした状況が政策や大学活動を誤った方向

に誘導してしまう危険性について指摘された。また、こうした状況を改善するためにも、

より複合的な指標に基づいた精緻な評価を実現する必要があると指摘された。 
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2) 政策レベルだけでなく、機関レベルで活用可能なデータ・情報基盤を意識すべき 

大学などの研究機関において、公的資金への依存や国内活動の割合が低下すれ

ば、（国内の）政策の影響度も相対的に低下し、結果として機関レベルの自律的な活

動の重要性が高まる。この観点から、今後データ・情報基盤の整備においては、「政策

のため」だけでなく研究機関（およびファンディング機関）における戦略策定などにも活

用できるように配慮すべきとの提言がなされた。また、それと同時に、機関内部でこうし

たデータを活用・分析できる人材を育成することも必要であると指摘された。 

（iii） 話題提供 3（文部科学省 研究振興局学術研究助成課企画室 岸本 織江 室長） 

ファンディング側の視点から見たデータ・情報基盤のあり方について議論するため、

国内で最も大きなファンディング制度である科学研究費助成事業（以下、科研費）の現

状・課題について整理いただいた。その概要を以下に示す。 

1) 説明責任や制度改善の観点から多様で客観的なデータが必要とされている 

科研費は国内の科学研究を支える重要な基盤と認識されており、その成果の客観

的な検証・発信が求められていると指摘された。また、近年になって科研費は基金化を

始めとして様々な制度改善に取り組んでおり、こうした取り組みの効果検証についても

今後の重要な課題であると指摘されている。 

2) 国内他制度だけでなく海外との比較を意識したデータ・情報基盤整備が必要である 

成果を客観的に検証するため、他制度との比較・分析が必要との認識も示された。

比較対象は国内のファンディング制度だけでなく海外の類似制度も想定されており、こ

うした比較・分析を実現するために必要なデータ整備が必要であると指摘された。 

（b） イノベーションに関連したデータ・情報基盤整備のあり方について 

（i） 話題提供 4（政策研究大学院大学 鈴木 潤 教授） 

政策、研究開発活動およびイノベーション相互の関係性に関する主要な問題に答え

るため必要とされるデータ・情報基盤のあり方について、イノベーションの具体的なモデ

ルを示しながら整理いただいた。 

1) イノベーションの分析において必要とされる指標を探索するには、前提となるロジック・

モデルの研究が必要である 

イノベーションに関係する要因や政策は多種多様なものが存在し、イノベーション自

体を測定する指標にも様々なものが考えられる。こうした中から必要とされる指標やデ

ータを選び出すには、分析の枠組みである政策のロジック・モデルや分析目的・方法に

大きく依存することになる。 

従って、イノベーションを測定するためには、適切な指標の探索やデータ収集方法の

検討などを行うと共に、政策とイノベーションを関連付けるロジック・モデル自体の探索・

研究が必要であると指摘された。 
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2) 評価結果を政策に反映し、その結果を指標・モデルにフィードバックする仕組みを構築

すべきである 

現時点で想定されている指標やロジック・モデルは完全なものではなく、今後ともその

有効性・妥当性を検証し、改善していく必要がある。こうした観点から、現時点の指標や

モデルによる評価結果を政策に反映するだけでなく、政策への反映により生じた結果を

測定することで指標やモデルの検証・改善に役立てる仕組みが必要であると指摘がな

された。 

3) データ・情報基盤には、加工・接続などを可能にする柔軟性・汎用性が求められる 

イノベーションに関する指標やモデルは多様であり、今後とも研究の余地が大きい領

域であるため、そのデータ・情報基盤は、今後の展開へ対応できるように加工・接続な

どの柔軟性・汎用性を重視して整備していく必要があると指摘された。 

（ii） 話題提供 5（新エネルギー・産業技術総合開発機構 東條 吉朗 総務企画部長） 

イノベーションの計測・分析に関わる近年の実務的な取り組みについて、OECD にお

ける取り組みを中心に NEDO の実例も交えて整理いただいた。 

1) 近年の「イノベーション」の定義は、研究開発以外の活動を含む範囲に拡大している 

Oslo Manual1を紹介しながら、「イノベーション」の定義が、マーケティング手法や組織

改革といった研究開発以外の活動にまで拡大して捉えられていること、それによりイノベ

ーションの計測・分析がより難しくなっていることなどが指摘された。 

2) イノベーションの定義の拡大に従って、多様な分析モデル・指標が検討されている 

研究開発統計から知識資本を介してイノベーションに至る CDM モデルや、イノベー

ションの定義の拡大に伴って、研究開発以外のソフトウェアやブランドなどの活動を無

形資本として捉え有形資本に加える成長会計の手法などが検討されている。今まで扱

われていた公的統計データ以外の納税関連のデータや各種政策評価・事業評価など

多様なデータの活用の可能性について指摘がなされた。 

3) マクロ評価の手法は個別名の公表が必須であるミクロ評価には使えない 

マクロ評価では個別の名前を最終的には公開しなくてもよいが、ミクロ評価では個別

名の公表が必須であるため、マクロ評価で使えた手法は通常ミクロ評価では使えない。

マクロ評価の例として、OECD の最新の STI スコアボードが紹介された。一方、ミクロ評

価の例として NEDO で行っている案件形成やプロジェクト管理、追跡調査（100%回収

率）の実例が紹介された。匿名化の手法など機密情報関連については、経産省ではき

ちんとコントロールして進めていく構想がある。OECD がまとめている統計については、

国際比較可能なデータを提供していく必要があり、OECD との連携は必須である。 

                                               

 
1 OECD が策定した、産業界におけるイノベーションの計測に関するガイドライン。マニュアルの詳細は以下を参照のこと。 

http://www.oecd.org/dataoecd/35/61/2367580.pdf 
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（2） 委員からみたデータ・情報基盤ニーズ 

委員会での意識共有を図り議論に資するため、各委員に対して、「政策のための科

学」に関連した研究などにおける「現在利用しているデータ・情報」と「今後活用したい

データ・情報」についての把握を行った。以下に、その全体像を示す。 

（a） 現在利用しているデータ・情報 

委員が現在主に利用しているデータ・情報を以下に示す。文献、研究開発、人材、

経済・企業、イノベーションなど幅広く利用されていることがわかる。また、ここで挙げら

れているデータ・情報は、第 2 節で示すアンケート調査においても同様のニーズが抽出

されている。（詳細は第 2 節参照のこと） 

 

表 2-3 委員が現在利用しているデータ・情報 

区分 現在利用しているデータ・情報 

文献情報 
（論文・特許など） 

・Web of Science【トムソン・ロイター】 
・Thomson Innovation【トムソン・ロイター】 
・JDream II【科学技術振興機構】 
・IIP パテントデータベース【知的財産研究所】 

研究開発 ・科学技術研究調査【総務省】 
・科学研究費補助金データベース【国立情報学研究所】 

科学技術人材 ・ReaD & Researchmap【科学技術振興機構】 
・イノベーションに関する発明者調査【経済産業研究所】 

科学技術全般 ・J-GLOBAL【科学技術振興機構】 

経済・企業 ・企業活動基本調査【経済産業省】 
・海外事業活動基本調査【経済産業省】 
・事業所・企業統計調査【総務省】 
・工業統計調査【経済産業省】 
・商業統計【経済産業省】 
・賃金構造基本調査【厚生労働省】 
・COSMOS【帝国データバンク】 
・各企業 Web サイト 

イノベーション 全国イノベーション調査 

 

（b） 今後活用したいデータ・情報 

今後活用したいデータとしては、既存データの接続に関するニーズと、新規データに

関するニーズが挙がっている。 

既存データベースの接続においては、個人（特許発明者、研究者）をキーとした属

性・業績データの接続、研究開発プロジェクト情報（インプット）と学術論文データ（アウ

トプット）の接続といったニーズが得られた。 

新規データとしては、人材のキャリアに関する情報や、組織の生産性に関するデータ

にニーズが見られる。また、行政情報に関しては公的統計よりも利用が難しい場面があ

るとの指摘がなされ、具体的には貿易統計に関する利用ニーズが挙げられた。 
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既存データの接続に関するニーズ 

○ 特許発明者をキーとした、特許、論文、発明者属性（所属・専門分野など）情報を
接続したデータベース 

○ 研究者をキーとした、研究者番号（競争的資金関係）、機関リポジトリ、人事情報の
連携 

○ 研究開発プロジェクト情報と学術論文データの接続 

 
その他データ・情報ニーズ 

○ 各企業の有する科学技術人材の教育歴、業績などのデータ 

○ 論文著者のキャリアパスに関するデータ 

○ 企業・事業所の生産性データ 

○ 貿易統計などの行政記録扱いのデータ 

 

（3） データ・情報基盤整備の課題、今後の方向性 

委員会では、上記のような委員・有識者からの指摘に基づきながら、3 で示した観点

について議論を行った。以下では、その議論の内容を整理する。 

（a） 政策目標・評価との関係整理 

（i） データ・情報基盤整備の目的の明確化 

データ・情報基盤整備のあり方を検討するに当たっては、その目的を明確することが

不可欠である。委員会では、データ・情報基盤整備の目的として、政策の立案・検討・

評価といった各プロセスに資することが重要であるとの指摘がなされた。 

（ii） エビデンスを用いた政策評価の仕組みの構築 

「政策のための科学」やデータ・情報基盤整備を推進するだけでは、エビデンスに基

づいた政策形成を実現することはできない。この点に関して、データ・情報基盤整備を

進める一方で、データ・情報基盤を政策評価へ適切に活用する実質的な仕組みの構

築が重要であると指摘された。 

（iii） 「政策データベース」の構築 

政策評価を実質化する観点からは、政策の「結果」であるデータ・情報基盤だけでな

く、政策そのものについてもデータベース化しておく必要があるとの指摘がなされた。 

（iv） 政策目標・課題の明確化 

政策評価を実質化するには、評価対象となる政策目標を明確化し、評価可能な事

柄に落とし込むことが必要となる。また、限りあるリソースの中で効率的にデータ・情報基

盤整備を進めるためには、データ・情報基盤の優先順位を設定する必要があり、そのた

めにはデータ・情報基盤を活用する政策評価や分析の視点を明確化する必要がある。 
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本委員会では上記のような認識の下、評価・分析の視点となり得るような、想定し得

る科学技術イノベーション政策目標の構成を検討した。その結果を表 2-4 に示す。ここ

では、科学技術イノベーション政策に関連する目標を、「科学技術の知識を生み出す」

「科学技術の知識を生かす（イノベーションを生み出す）」の 2 つに大きく区分し、それぞ

れをより細かな目標・課題を設定した。また、表の最右列には課題の評価・検証に活用

可能な指標の具体例を示した。 

表 2-4 は、委員会での検討により作成した案であり、エビデンスに基づいた政策形

成の実現へ向け、次年度以降も継続して検討を行うことが期待される。 
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表 2-4 科学技術イノベーション政策として想定しうる目標・課題（例） 

検証すべき課題 関連する指標例

●研究施設・設備の更新状況（減価償却費など）
●大型・共用研究施設の整備状況
●研究者1人当たりの研究時間

研究資金制度の改善は進んでいるか
●競争的資金のシステム改善（手続きの簡素
化、複数年化、基金化など）状況
●GCOE、WPIなど研究拠点数、研究拠点へのリ
ソース（予算・人材など）配分
●トップリサーチャー数
○論文数・特許数など
　・大学別・大学カテゴリー別
○研究者からみた評判・魅力向上

○国内外の研究ネットワークの構築

○分野融合領域の創出
有望研究（課題、プロジェクト、研究者）を見いだ
すためのファンディングが行われているか

○論文数（特に高被引用論文数）
　・研究資金種類別
●重点分野などへの研究資金額・割合
○重点分野など毎の生産性（論文数、研究資金
額 など）

将来の有望分野はどこか ○リサーチフロント

（特に大学の）機能分化は進んでいるか
●大学別・大学カテゴリー別のリソース（予算、
人材など）配分

（特に科研費の）分野の多様性を維持されている
か

●分野別の採択件数・額

基盤的経費とプロジェクト経費は適切なバランス
か

●運営費交付金、競争的研究資金の配分額

ハイリスク研究にも支援は十分か ●ハイリスク研究資金額・割合
多様な人材（若手・女性・外国人研究者）への支
援は十分か

●若手・女性・外国人向け研究資金額・割合

●各セグメントの属性
○様々なセグメント毎の生産性（論文数、研究資
金額 など）

多様な研究者が存在しているか
●研究者数、研究支援者数など
　・各種属性別（年齢、職階、所属、分野など）

多様なアウトプットは生まれているか

○論文数・特許数など
　・大学別・大学カテゴリー別
　・分野別
　・運営費交付金・競争的研究資金 別
　・通常の研究資金・ハイリスク研究資金 別

・研究者属性別（若手・シニアなど）
民間負担の研究開発投資は進んでいるか ●民間企業の研究開発投資額・比率

●研究開発に関する民間への政府支援額
●政府支援を利用した研究開発投資ので民間
負担額

○産産・産学連携による研究開発投資額・件数

○多様な形態での連携（包括連携、垂直・水平
連携など）による研究開発投資額・件数

外部連携を促進する施策（研究補助、優遇税制な
ど）は効果を上げているか

○政府支援を利用した外部連携による研究開発
投資額・件数

技術や知識に
よる「価値」創
造を促進する

新たな製品・サー
ビスを市場に投入
する

高い付加価値を有する製品・サービスを事業化・
商品化できているか

○新たに事業化・商品化された製品・サービスの
件数、売上高、利益

標準化への取り組みは進んでいるか
○国内企業主導で獲得した国際標準の内容・件
数

市場開拓・拡大のための施策（新技術に対する政
府調達、減税、補助金など）は進んでいるか

●新技術に対する政府調達・減税・補助金によ
る支援額、市場全体に占める割合
○社会的な課題に対する企業・国民の関心度・
ニーズ
○技術予測・技術ロードマップ

○研究開発の成果による売上高・付加価値額

○新規事業・市場の開拓事例数、新規市場の規
模
●イノベーションの成功・失敗事例における内
部・外部環境

イノベーション
の目標となる
市場ニーズを
開拓する

民間負担の研究開発投資を促進する施策（研究
補助、優遇税制など）は効果を上げているか

産産・産学連携の質・量は進展しているか

研究開発によるイ
ノベーションへの
効果を正しく把握
する

市場の開拓を支援
する

社会の将来的・潜
在的ニーズを把
握・予測する

今後イノベーションが特に必要とされる社会ニー
ズは何か

官民の取り組みがイノベーションへ結びついてい
るか、イノベーションを創出する要因は何か

科
学
技
術
の
知
識
を
生
か
す

（
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
を
生
み
出
す

）

多様な研究支援を
提供する

研究環境・研究支
援環境を改善する

有望な投資先を発
掘・支援する

民間の自立的な研
究開発を支援する

よりオープンな外
部連携を促進する

生産性・効率性を
正しく把握する

知識創出の実
態・背景を把
握する

イノベーション
創出の実態・
背景を把握す
る

イノベーション
に至る研究開
発を促進する

研究環境は改善しているか

政策の目標

これまで有望分野へのファンディングが適切にで
きていたか

研究拠点化を進め
る

研究拠点の整備は効果を上げているか

科
学
技
術
の
知
識
を
生
み
出
す

研究開発の生
産性・効率性
を維持・向上
する

多様性を正しく把
握する

研究開発の多
様性を維持・
向上する

様々な機関・プロジェクトの生産性は十分か、生
産性を決める要素は何か

 
（注）表最右列において、●はインプット（投入されたリソースなど）に関する指標、○はアウトプット・アウトカムに関する指標を表す。
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（b） 情報の収集・公表・提供方法 

（i） 研究者や大学事務局等データ提供者の負担軽減 

近年、研究者が研究費を獲得する場合や大学事務局が政府統計等への情報提供

する場合において、類似の情報を様々な機関やデータベースに報告・登録することが

求められており、重複した作業が大きな負担となっている。これにより、データ・情報収

集のコストが増大するだけでなく、個別に収集されたデータ・情報の連結が困難になる

など、様々な問題が発生している。 

今後は、既存のデータ・情報については可能な限り接続するとともに、データ・情報

収集の一元的な管理を進めることによって、複数の情報源によるデータ・情報の重複や

ゆれを排除し、より精度の高いデータ・情報基盤を構築するとともに、データ提供者の

負担を軽減する収集方法を検討すべきと考えられる。 

【参考】次期府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について 

府省共通研究開発管理システム（以下、e-Rad）とは、公的資金による研究開発プロジェクト
に関する応募・審査・採択などに関する情報をオンラインで処理・管理する府省横断システム
である。関係機関では、これまでの機能の改善や有効利用を促進するため、次期 e-Rad の構
築へ向けての検討を進めている。 

次期 e-Rad においては、研究資金への申請・審査・採択関連情報だけでなく、成果情報に
ついても把握し、これら情報を各種データベースとの共有を図ることが検討されている。こうした
システムを実現することで、公的研究資金の投入（インプット）からその成果（アウトプット）までの
情報が、研究者単位・プロジェクト単位で統合的に管理できるようになると共に、研究資金の申
請や成果報告などに関わる研究者の負担を軽減することが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（注）上図は現時点での構成イメージであり、今後の検討で変更される可能性がある。 

（出典）文部科学省大臣官房政策課情報化推進室及び研究振興局振興企画課競争的資金調整室作成資料 

図 2-3 次期府省共通研究開発管理システム（e-Rad）との各システム連携イメージ 
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（ii） 利用者を意識した適切なデータ・情報提供の選択 

データ・情報を提供・利用する対象によって、提供の方法・内容に留意すべきとの意

見が得られた。特に、社会や国民一般へのデータ・情報提供においては、不適切な利

用・分析によって誤解を招く事例も存在していることから、データ・情報の利用・解釈を

具体的に示すことが必要との指摘がなされた。 

一方で、研究者がデータ・情報を利用するに当たっては、データ・情報の精度や妥

当性を検証できるようにするため、最終的なデータ・情報だけなく、中間データやアルゴ

リズムなどについても合わせて情報提供することが重要と考えられる。 

（iii） データ・情報の公開・利用に関する法律・制度面からの検討 

民間が保有するデータ・情報はもちろんのこと、公的なデータ・情報についても、無条

件に公開することはできない。公的統計の調査票情報については統計法により利用の

条件や手続きが規定されている。また、委員からは行政情報に関しては、公的統計より

も利用が難しい場面があるとの指摘もあった。このように、公的なデータ・情報の公開に

おいても、法律・制度面からその可能性や方法について検討を進める必要がある。 

（c） データ・情報基盤整備の体制作り 

（i） データ・情報基盤整備の方向性の提示 

「政策のための科学」に関連するデータ・情報の種類は膨大であり、整備状況（整備

済み／未整備）や整備主体（政府／民間企業／研究者など）、公開レベル（有償／無

償、無条件で公開／請求があれば公開など）により様々なパターンが存在する。そのた

め、今後適切にデータ・情報基盤の整備を進めるためには、関連するデータ・情報が現

在どのような状況に置かれているのかを整理し、科学技術イノベーション政策の観点か

ら優先順位を明確にした上で、整備へ向けたロードマップの作成が必要との指摘がな

された。 

（ii） データ・情報基盤整備の役割分担や国際連携体制の検討・構築 

データ・情報基盤整備は政府のみで実現できるものではなく、データ・情報の提供や

整備において大学・研究機関や研究者の協力が不可欠である。今後は、関連機関・研

究者との役割分担についても相互に議論を深める必要がある。 

また、将来的な国際比較・分析の可能性を考慮し、データ・情報基盤の形式に関す

る国際的なフォーマットの作成や、各国データの収集や相互利用へ向けた国際的な連

携体制を構築する必要が指摘された。 

（d） 技術的なニーズ・課題 

（i） ミクロデータの利用 

科学技術イノベーション政策に関連した研究においては、科学技術研究調査や学

校基本調査などの科学技術や人材関連の公的統計に留まらず、経済関連データ、論

文・特許などの文献データ、Web サイトなど多岐にわたる。データ・情報の管理主体で

見ても、政府・公的機関に限らず、民間の商用データベースなども利用されている。デ
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ータ・情報基盤整備に当たっては、このように幅広い情報源を考慮しながら検討を進め

る必要がある。 

幅広いデータニーズの中で共通しているのが、政府統計の個票データ1をはじめとす

る各種ミクロデータの利用である。分析者（研究者、政策担当者の双方を含む）の持つ

様々な問題意識に答えるためには、既存の定型的な集計だけではほとんどの場合不

十分であり、機関レベル、個人レベルでのミクロデータを用いた分析が不可欠である。

今後、「政策のための科学」を発展させるには、個々の研究者の創意による研究を推進

する必要があり、そのためにもミクロデータの利用は重要である。なお、ミクロデータ利用

に関しては、後述するデータ間の接続や個人情報・企業情報などの匿名化処理など技

術的な問題と共に、前述した法律・制度面からの検討も必要である。 

（ii） 様々なデータベースの接続 

現在、科学技術イノベーション政策に関連したデータベースは、それぞれの目的に

応じて個別に構築されている。しかし、例えば科学技術研究における生産性を分析す

る場合など、「政策のための科学」に関連した研究においては、複数のデータベースを

横断した分析が求められることも多い。既存のデータベースのみならず、今後新たに構

築されるデータベースも含め、異なるデータベース間の接続は、データ収集の重複が排

除され、データの精度向上とデータ入力の負担軽減につながる可能性2もあり、全体的

な構造から個別の技術的課題までを詳細に検討する必要がある。 

委員会においては、特に重要な技術的課題として、データベース接続のキーとなる

情報の名寄せや、共通 ID 番号付与などが重要であると指摘されている。 

（iii） 研究者をキーとしたデータベースの接続 

複数のデータベースを接続する際には、研究者情報を中心に検討すべきとの指摘

があった。研究者の所属・経歴データなどを基盤に、インプット（研究費など）とアウトプ

ット（論文、特許など）のデータを接続することで、近年注目されている研究活動の生産

性・多様性に関する問題に対して様々な視点からの分析が可能になると考えられる。 

 

以上のような技術的なニーズ・課題に対応して、科学技術政策研究所では一部の統

計・データベースにおける接続を今年度実施した。これまでの取り組み状況について、

以下に示す。 

 

 

 

                                               

 
1 個票データとは、調査により直接収集された、加工・集計前のデータを指す。 
2 例えば、データ提供者が類似のデータを異なるデータベースへ繰り返し入力・提供していた状況を、データベースを統合する

ことでデータ入力・提供作業を軽減させることが可能になる。 
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【参考】個別データの整備状況1 

上記のような議論に関連する今年度の取り組みとして、科学技術政策研究所では既存の統
計やデータベースの接続・整備を実際に行っている。以下では、そうした取り組みの内、主なも
のを 2 つ取り上げる。 

○ 「公的研究機関に関するデータ整備」事業 

公的投資により実施されている研究開発のより深い理解や、パフォーマンスの把握・分析・評
価（国、セクター、個別機関・研究プロジェクトなどの各レベル）を行うための基礎として、インプ
ット・アウトプットのデータのミクロレベルでのリンクを行った。 

具体的には下図のように、まずは公開情報に基づいて日本の研究機関（大学等、公的研究
機関）名辞書を作成し（①）、機関名辞書や各種データベースの間のコンコーダンス・テーブル
（CT）を作成する2（②～⑥）ことで、既存の統計・データベース間の接続を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）科学技術政策研究所作成資料 

図 2-4 「公的研究機関に関するデータ整備」事業におけるデータ構成 

 

 

                                               

 
1 以下で取り上げた 2 つの事業は、いずれも本事業とは異なるものとして実施されている。本事業およびこれら 2 事業について、

科学技術政策研究所が実施するデータ・情報基盤整備事業の中での関係・位置付けは、表 1-1 を参照のこと。 
2 2 つの統計・データベースの間で、同一機関について異なる名称表記が用いられている場合がある（例えば、一方のデータベ

ースでは「東京大学」として収録され、もう一方のデータベースでは「University of Tokyo」と収録されている場合。これらは両者

とも同一機関を表しているが、データベースが異なるためその名称表記が異なっている）。このように、2 つの統計・データベース

に出現する同一機関の名称表記の対応表をコンコーダンス・テーブルと呼ぶ。コンコーダンス・テーブルを作成することで、異な

る統計・データベースに収録されているデータを、機関名称をキーとして接続することが可能となる。 

科学技術研究調査
（個票データ）

特許公報データ PATSTAT

Scopus

KAKEN

NISTEP
機関名辞書

CT

CT

CT

CT

CT

11
22

33

66

55

44
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【参考】個別データの整備状況（前頁の続き） 

○ 「産業の研究開発等に関する基盤的なデータ整備」事業 

企業活動、科学技術研究活動、知的財産活動など、それぞれの政策展開に資する目的で整
備されてきたデータを、産業イノベーションという視点で結合させ、産業の創造と発展に向けた政
策研究ニーズに応えるデータ基盤の構築を図った。 

具体的には下図のように、特許出願の多い企業を対象として基本情報（規模、産業分類など）
を含んだ企業名辞書を作成し、この企業名辞書と既存の各種統計・データベースとのコンコーダ
ンス・テーブルを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）科学技術政策研究所作成資料 

図 2-5 「産業の研究開発等に関する基盤的なデータ整備」事業におけるデータ構成 

 

 

 

企業名辞書企業名辞書
知的財産活動調査
2002～2010 年

知的財産活動調査

2002～2010年

企業活動基本調査

1993年/1995～2010年

企業活動基本調査

1993年 ～ 年
科学技術研究調査

2002～2009年

科学技術研究調査

2002～2009年

全国イノベーション調査
1999～2001年/2006～2008年

全国イノベーション調査

～ 年 ～ 年

日本の会社データ4万社

（東洋経済新報社）

2011年4月版

日本の会社データ 4 万社

（東洋経済新報社）
2011年 4月版

事業所郵便番号データ

（日本郵政）

2009年1月版

事業所郵便番号データ

（日本郵政）
2009年 1 月版

ＣＴＣＴ
ＣＴＣＴ

ＣＴＣＴ

ＣＴＣＴ

ＣＴＣＴ

ＣＴＣＴ

特許出願企業（累積
の名称表記揺れ、変遷を吸収し
名寄せを可能とする

整理標準化データを基に特許統計分析用

に開発されたＤＢ
年～ 年出願分（

企業の資本金、従業員数、産業分

類など財務データも含む各種企業

データを提供可能とする辞書

従業者 50 人以上かつ
資本金 3,000 万円以上の企業

当該年度の特許、実用新案、意匠、商標
のいずれかの出願が 5 件以上である国内
の個人、法人、大学等公的研究機関全て
と 5 件以下のサンプル抽出

企業、非営利団体・公的機
関は過去の調査結果に基
づく企業数を抽出。

従業員数10 名以上の企業
の規定業種ごとの標本抽出

ＣＴＣＴ

ＩＩＰパテントデータベース

100件以上）
1970 2010 10,960,713件）

2010/1995

1999 01 /2006 08
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1. �ー�����������ー�調査 

（1） 目的 

本事業では、委員会による議論と共に、アンケートによるデータ・情報基盤整備への

ニーズ調査を行った。具体的には、「政策のための科学」に関連した研究を実施してい

る研究者などから、自身の活動や研究のために有益なデータ・情報基盤のニーズを収

集した。 

（2） アンケート調査 

（a） 調査形式 

電子メールによるアンケート調査票（電子ファイル）の送付・回収によりアンケートを実

施した。アンケート対象者とその電子メールアドレスは公開情報から抽出・収集した。 

（b） 対象者の抽出方法 

アンケート対象者は、主に科学技術総合リンクセンター（J-GLOBAL）から抽出し、公

開情報から電子メールアドレスを取得した。J-GLOBAL で用いた具体的な抽出条件は

以下の通りである。 

 

J-GLOBAL からの抽出方法 

○ キーワードのよる抽出 

 「科学技術政策」をキーワードとして抽出される研究者の内、抽出順位の高い

200 人を抽出した。 

 「政策科学」をキーワードとして抽出される研究者の所属大学上位 10 大学か

ら、それぞれ抽出順位の高い 5 人（合計 50 人）を抽出した1。 

○ 所属学会による抽出 

 上記で抽出された研究者の所属学会の中から、特に「政策のための科学」と

の関連が想定される「研究・技術計画学会」「科学基礎論学会」「科学技術社

会論学会」「統計科学研究会」「日本知財学会」に注目し、各学会名をキーワ

ードとして以下の通りに研究者を抽出した。 

 「研究・技術計画学会」からは抽出順位の高い 50 人を抽出した。 

 「科学基礎論学会」「科学技術社会論学会」「日本知財学会」からは、それ

ぞれ抽出順位の高い 20 人（合計 60 人）を抽出した。 

 「統計科学研究会」からは該当する研究者全員（16 人）を抽出した。 

 

                                               

 
1 「政策科学」をキーワードとした場合、所属学部・研究科などに「政策科学」という語を含む一部大学の研究者が上位に集中

して抽出されるため、大学毎に 5 人ずつ抽出する方法を採った。 
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上記で抽出した研究者について、J-GLOBAL に収録されている所属・研究分野・研

究テーマを確認し、「政策のための科学」と関連した研究者を絞り込んだ1。 

また、科学技術振興機構により今年度実施された以下の研究開発プログラムについ

て、各採択課題の代表研究者についても本調査対象とした。 

 

「政策のための科学」に関連した研究開発プログラム 

○ 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「科学技術イノベーション政策の
ための科学 研究開発プログラム」2 

○ 「科学技術イノベーション政策における『政策のための科学』」に関する新しい研究
開発プログラム 深堀調査3 

 

上記の方法で抽出された研究者の内、公開情報からメールアドレスを取得できた

120 人を調査対象とした。 

（c） 設問構成 

アンケート設問構成は以下の通りである。調査票の詳細は付属資料 A を参照のこ

と。 

 

主な設問構成 

○ 「政策のための科学」に関連して実施したい研究において、利用したいデータの内
容・問題点 
 既存調査・統計・データベースに存在するデータ 
 既存調査・統計・データベースには存在しないデータ 
 既存調査・統計・データベース間で、相互に接続・結合したいデータ 

○ 「政策のための科学」や「データ・情報基盤整備」事業推進に当たっての要望・意見

 

（d） 回答回収状況 

上記対象者 120 人への依頼に対して、17 件の回答が得られた。 

 

                                               

 
1 ここでは、できる限り広い範囲の研究者から意見を収集するため、哲学や自然科学の特定分野の研究者などを対象から除外

するのに留めた。例えば、経済・経営系の研究者などはそのまま調査対象に含めている。 
2 詳しくは http://www.jst.go.jp/pr/info/info845/index.html 参照のこと。 
3 詳しくは http://www.ristex.jp/examin/others/shinki-pj-result2010.html 参照のこと。 
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2. �ン�ー�調査�� 

（1） 既存の統計・データ利用ニーズとその課題 

まず、アンケートから得られた、既存統計・データの利用ニーズについて図 2-6 に示

す。科学技術に関連する統計・データとして学校基本調査（文部科学省）、科学技術

研究調査（総務省）が、イノベーションに関連する統計・データとして企業活動基本調

査（経済産業省）、知的財産活動調査（特許庁）、海外事業活動基本調査（経済産業

省）が複数の回答者から挙げられている。但し、ニーズは必ずしもこれらの統計・データ

に集中してはおらず、多岐にわたっている。 

なお、「その他」として挙げられているものとしては、国立研究機関・独立行政法人・

民間調査機関による各種アンケート結果や上場企業の財務データ、企業グループのリ

ストなどであった。 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

学校基本調査

科学技術研究調査

知的財産活動調査

企業活動基本調査

海外事業活動基本調査

GeNII

学校教員統計調査

外国人留学生在籍状況調査

外国人留学生進路状況・学位授与状況

大学等における科学技術・学術活動実態調査

日本人海外留学者数調査

日本人学生留学状況

工業統計調査

商業統計

全国イノベーション調査

その他

 
図 2-6 利用したい既存統計・データ 

 

次にこれら既存統計・データを利用するに当たっての、現状の課題として挙げられて

いる事柄を以下に示す。利用上の課題としては、ミクロデータ（機関・企業単位データ、

個人単位データ）の利用ニーズが大きく、問題意識も高い。学校基本調査や科学技術

研究調査などの公的統計は、統計法により個票の公開・利用が制限されている。しかし、

2007 年の統計法改正1により、学術研究目的などについては公的統計の「匿名データ
2」作成が認められるようになっており、今後こうした制度の促進を図る必要がある。 

                                               

 
1 全部施行は 2009 年 4 月。 
2 「匿名データ」とは、一般の利用に供することを目的として調査票情報を特定の個人又は法人その他の団体の識別（他の情

報との照合による識別を含む。）ができないように加工したものをいう。（出典：統計法（平成 19 年法律第 53 号）） 
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個票データ（ミクロデータ）利用の次に問題とされているのが、時系列データの不整

備や国際比較の困難に関する課題である。調査対象の抽出方法の変更や、調査対象

（主に企業）の名称変更・改組改編などにより、統計・データを時系列に接続することは

技術的に難しい。こうした問題を補うため、調査対象機関の時系列での対応テーブル

を用意できれば、多くの研究者にとって有益な共通基盤になると考えられる。 

また、下記の回答とは別に、回答率や回答者の解釈などの問題から、統計・データ

の精度・信頼性に関する疑問も挙がっている。 

(i)個票データの
利用制限, 20,

44%

(ii)時系列データ
の不整備, 6, 14%

(iii)国際比較の困
難, 6, 14%

(iv)利用コスト, 2,
5%

(v)その他, 10,
23%

 
図 2-7 既存統計・データ利用上の課題・問題点 

 

（2）  新規の統計・データ利用ニーズ 

研究者の利用ニーズは、必ずしも既存の統計・データのみに限定されるものではな

い。本調査で得られた、新規の統計・データ利用ニーズとして主なものを以下で整理す

る。 

 

（a） 人材の流動性に関するデータ 

研究者・技術者の学歴・経歴や所属の移動に関するデータについて、複数の回答

者からニーズが挙がっている。但し、回答でも指摘されているようにデータの収集・管理

に大きな困難が想定される点であり、データの収集範囲や方法について十分検討する

必要がある。 

 

32



 

 

主な回答内容 

○ 高等学校卒業・学部入試に始まる高等教育以降の学歴及び研究者の職歴(大学・
国研究機関・民間企業）の変遷のデータベースを利用したい。研究者の流動性と
生産性の関係・研究費獲得との関係等を概覧可能になるとともに、大学・大学院に
おける教育効果の検証にもつながると考えられる。大学等の教務データとの接続が
必須となるため、困難が予想される。 

○ 研究者単位の移動のデータベースが存在すれば、非常に有益である。ただし、企
業所属の研究者・技術者についての情報も必要であり、それらを含めた調査・維持
管理は非常に困難であると考えられる。 

 

（b） 研究活動のインプット、アウトプット、インパクトに関する詳細データ 

インプット、アウトプット、インパクトの各段階に関係する研究活動データについて、よ

り詳しいデータが必要との意見が得られている。具体的には、インプット、アウトプット、イ

ンパクトデータの連結や、データの地理的分布（都道府県別、市町村別）などが挙がっ

ている。 

 

主な回答内容 

○ 研究資金と研究結果（論文・特許等）、研究成果（outcome、impact）に関して必ず
しも明確に連結されたデータがない。 

○ プロジェクト、プログラム、機関、個人等のさまざまなレベルのファンディングと研究評
価（事前、事後等）に関するデータの収集・整理がいずれは必要になる。とくに
impact に関する項目をどのように収集するかは、研究評価の実務的問題としても
SciSIP1としても重要な課題となる。 

○ 特許等の「発明者」の地理的分布（都道府県別）統計 
特許出願者の地理的分布等の統計データは比較的入手しやすいが、企業等の場
合、出願者の所属・住所は本社となっている場合が多く、実際の発明者（多くは企
業の研究所ないし大学等：住所の記載は発明者個人の自宅住所、企業研究所や
大学の所在地などまちまち）の地理的分布の把握は困難。地域クラスター関連施
策の効果や今後の展開可能性等を分析するに当たり、こうした「知の集積・分布」
状況に係るデータの把握・取得は極めて重要。 

○ 研究者数・使用研究費の市町村別内訳など 
上記と同様、知の集積・分布状況を把握・分析するに際し、市町村別データの必要
性・有用性は極めて高い。 

 

（c） 民間企業の詳細データ 

研究開発の大きな担い手して民間セクターの活動にも関心は高く、企業や企業グル

ープの同定に関する基礎情報や、研究開発機能の海外展開に関するデータについて

のニーズも挙げられている。 

                                               

 
1SciSIP: Science of Science Innovation Policy, 科学イノベーション政策の科学 
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主な回答内容 

○ 企業沿革データベース；調査対象となっている企業が本当に実在しているこの企業
なのかを識別するためには当該企業の沿革を把握したデータベースがないと名寄
せ作業ができない。 
企業の事業所データベース；産業クラスターなどを考える際には、企業の本社のみ
ならず事業所がどの場所に位置しているのか、従業員がどのぐらいなのかが非常に
重要である。 

○ 企業（あるいは事業所）の住所。同名異企業の判別には、必要な情報であるが、実
施にはかなり入手しにくい。例えば、商用の企業財務データベースには含まれてい
ないことが多い。 

○ 企業のグループ構造（例えば連結決算に含まれる企業群）を把握できるデータ。前
問で述べた通り、既存のデータベースでは不十分。上場企業であれば、有価証券
報告書から主要なグループ企業のリストは取得できるはず。ただし、全グループ企
業の情報を得られるとは限らない。また、非上場の場合は、別途調査を実施し、情
報の収集に努める必要がある。今後、グループ単位での分析が進展していくことを
考えると必要なデータである。その方が、海外企業との比較も容易。 

○ 研究や開発機能の海外展開の進展度合い。一部上場企業の海外研究所の調査
はだいぶ行われているようだが、開発のレベルまで広げ、中小企業までを対象とす
ると、まったく違う世界がありそうである。 

 

（3） 統計・データ間の接続ニーズ 

政策評価に資する精緻なエビデンスを作成するには、複数の統計・データを接続し

た統合的分析が必要になると考えられる。本調査においても、既存の統計・データ間の

中で互いに接続して利用したい組み合わせについてニーズを収集した。 

組み合わせの中で最も多く挙げられたのは科学技術研究調査（7 件）であり、企業活

動基本調査（6 件）が続いた。最も多かった組み合わせは科学技術研究調査と企業活

動基本調査の組み合わせであり、複数の回答者から別々に挙げられている。科学技術

研究調査および企業活動基本調査と接続したいとの回答があった統計・データは、い

ずれもイノベーションに関連したものが多い（表 2-5）。 

 

表 2-5 科学技術研究調査および企業活動基本調査を中心とした接続ニーズ 

統計・データ 1 統計・データ 2 

科学技術研究調査 企業活動基本調査 

IIP-DB 等の特許データ 

全国イノベーション調査 

知的財産活動調査 

企業活動基本調査 科学技術研究調査 

IIP-DB 等の特許データ 

海外事業活動基本調査 
（注）「統計・データ 1」「統計・データ 2」の組み合わせが、互いに接続させたい統計・データの組を表している。 

34



 

 

 

上記以外に挙げられた統計・データの接続ニーズとしては、大学での教育・研究に

関連したものが多かった。 

 

表 2-6 大学の教育・研究に関連した統計・データ接続ニーズ 

統計・データ 1 統計・データ 2 

大 学 等 における科 学 技 術 ・学
術活動実態調査 

学 校 基 本 調 査 、 学 校 教 員 統
計、財務データ など 

Read & Researchmap KAKEN 

大学情報データベース 大学入試センター志願者統計 

在留資格別外国人在留者数 外国人留学生在籍状況調査 
（注）「統計・データ 1」「統計・データ 2」の組み合わせが、互いに接続させたい統計・データの組を表している。 

 

（4） データ・情報基盤整備および「政策のための科学」への要望・意見 

本調査では、データのニーズ以外にもデータ・情報基盤整備や「政策のための科学」

全体に対する要望・意見についても収集しており、主に以下のような回答が得られた。 

（a） 政策担当者と研究者コミュニティの意思疎通 

「政策のための科学」は「科学」であると共に、政策過程とも密接に関連しているため、

常に「科学」と「政策」の両面を意識する必要がある。こうした観点から、政策担当者と研

究者のコミュニティがオープンに交流しながら事業を進めることが重要であると指摘され

た。 
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主な回答内容 

○ 「政策のための科学」では「科学」についての研究開発や人材育成に焦点が当てら
れているが、当の政策がどのように営まれているかという政策過程論、また、「科学」
がどのように「政策」に反映されるかという知識利用論がなければ、「科学」が「政策
のため」になることはないと考えられる。すなわち政策現場における政策立案や実施
の実態、そこにおいて活用されている情報や知識の実態を探る研究をもっと支援し
ていくべきである。その点で、政策立案者は「科学」の部分に対してコミュニティに足
を踏み入れ交流を図るばかりでなく、「政策」の部分に対してもっとオープンになる
姿勢を見せ、そのコミュニティを「科学」に対して開放していくことが望まれる。 

○ 「政策」は当面の間「科学技術イノベーション政策」を指すものであるから、その政策
を考えるということは文部科学省における政策立案・実施ばかりでなく、施策・事業
の実施を担う科学者・技術者のあり方を考えることでもある。本事業の知見から《より
良い》政策が立案され実施されたとしても、その意義について当の科学者・技術者
（コミュニティ）が理解をした上で実践しなければ実効性は上がらず画餅に帰する。
したがって、科学者・技術者（コミュニティ）の日常的な営為や認識について深く理
解し、介入して方向性を変えていくような研究の支援が望まれる。 

○ 本事業のエンドユーザーはやはり研究者や研究コミュニティになると思っています。
その研究コミュニティとの連携なしには、本当に実効的な事業にはなりにくい。行政
側だけでなく、如何に研究者を束としてまとめるコミュニティづくり運動に発展させる
か？ そこがキーだと思います。 

（b） 科学としての中立性・客観性 

「政策のための科学」を「科学」として確立するためには、中立的・客観的に事業を進

めることが必要との指摘があった。「政策のため」を意識しながらも、近視眼的に「現状

の政策のため」にならないためにも、学問的な中立性・客観性を確保することは不可欠

であると考えられる。 

 

主な回答内容 

○ 「政策のため」の科学を作るのであれば、政策者側からの観点で研究をすすめると
いうことになる。一方、「政策のための科学」という学問領域をつくるというのであれ
ば、行政や政策のために有利なデータを提供するというスタンスであってはいけない
と感じる。 

○ 科学的、定量的なものを中心にするべき。イデオロギーに左右されないよう注意を
要する。 

 

（c） 新規データの必要性 

政策上より有益なエビデンスを提供するためには、既存の統計・データでは限界があ

り、必要に応じて新規のデータを構築する必要があるのではないかとの意見があった。

新規データの収集・構築には多大なコストがかかるため注意が必要であるが、これまで

十分に計測されていなかったイノベーション関連データなどについては、政策上のニー

ズを踏まえて検討の余地があると考えられる。 
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主な回答内容 

○ 研究プロジェクトを論文数や特許数のみで評価するのは極めて無理があり、それ以
外の見えない成果こそにイノベーションの種やヒントが潜んでいる。現在まだ計測で
きていないところに手をつけることこそが新領域である「政策のための科学」の実践
につながると思う。 

○ 特許データによる研究開発ネットワークの研究を進めている。特許データには名寄
せの問題のほか、「政策上の観点から技術を分析するために必要な特許の範囲」と
「特許分類の技術分野」とは必ずしも一致してしないという問題がある。とくに、融合
的な技術やアプリケーションが幅広い技術にはその傾向が大きい。これはレディメー
ドのデータベースでの対応は困難な面があり、研究の分野・目的に応じて、当該技
術分野の専門家の助けを借りながら、研究用のデータベースを構築せざるを得ない
と考えている。 

 

（d） 調査項目の重複排除・改善 

基幹統計（旧称 指定統計）の範囲に限っても、一部の調査項目は重複しており、結

果として同一の調査対象が、類似内容を繰り返し回答しなければならない状況に陥っ

ているとの指摘が得られた。データ・情報基盤整備においては、単に存在するデータ・

情報を整備・利用するだけでなく、データ・情報の収集という観点からも改善へ向けた

検討が必要と考えられる。 

 

主な回答内容 

○ 基幹統計調査でも事業所や個人営業商店はくりかえし同じことを聞かれているとの
不満がたまっている。特に、総理府統計局が総務省に統合されてから、各役所が
ばらばらに同じような質問を繰り返しているケースが散見される。たぶん、基幹統計
でありながら回収率がさがっていると予想される。地方自治体職員も回収率をあげ
るために、疲弊しているともきく。結果の有効利用も結構だが、無駄なアンケートをな
くすことにも生かしてほしい。 

 

3. ������調査�� 

（1） 調査方法 

本事業ではアンケート調査と平行して、「政策のための科学」に関連する研究者・有

識者 17 人に対してインタビュー調査を実施した1。インタビュー調査における質問内容

はアンケートの設問構成と同様である。 

                                               

 
1 例えば、「『政策のための科学』に関連した研究開発プログラム」の採択課題関係者を始めとした科学技術政策関連の研究

者、ファンディング機関におけるデータ整備・分析担当者、大学における学内データ整備・分析担当者などを対象とした。 
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（2） 調査結果 

各インタビュー対象者から得られた回答を 付属資料 C インタビュー調査結果一覧 

に示した。この結果から、主に以下のような要望・意見が得られた。 

（a） 個票の公開およびルールの確立 

既存の統計・データに関する利用上において、アンケートなどとも同様に、個票やそ

れに付随する名寄せテーブルの公開を求める声が多く見られた。また、公的統計に限

らず研究者が独自に収集したデータの公開を促進する観点から、データ公開・利用上

のルール設定（「公開データを利用・分析した論文には、データ公開者を論文の共著

者に含める」「データ公開者へ向けた分析結果のフィードバックを義務付ける」「一定期

間はデータの独占を認める」など）を確立すること、科学技術政策研究所が率先してデ

ータを公開することで、そうした取り組みを主導することなどが提言された。 

（b） イノベーションなどに関連した経済・企業データの収集・公表 

新規に調査・把握すべきデータとして最も多くのニーズがあったのが、イノベーション

に関するものであった。その関連として、特に民間企業の名称を時系列的に名寄せ・把

握できる企業名テーブルが欲しいとの要望が挙がっている。イノベーションに関するデ

ータとしては前述の個票データ（ミクロデータ）利用ニーズと相まって、マクロデータよりも

個別企業単位での様々なデータを求める意見が多かった。但しイノベーションについて

は把握すべきデータを特定することも難しいという意見もあり、今後とも慎重に検討を進

める必要がある。 

（c） 「人」をキーとしたデータの接続・公開 

特に研究開発関連においては、「人（研究者など）」をキーとしてインプット・アウトプッ

トデータを接続すべきとの意見が多く見られた。また、「人」については現時点での所属

情報などだけでなく、過去の所属機関や経歴などとも統合して分析できる仕組みが必

要との指摘があった。 

（d） 関係機関との協力体制・役割分担の確立、中長期的な取り組みの継続 

データ・情報基盤の性格上、その整備事業については単発で終わることなく、中長

期的な視点から継続することが重要であると、多くの対象者から指摘があった。また、デ

ータの収集・構築・整備といった取り組みは科学技術振興機構など関係機関において

も実施されているため、今後はこれら機関との役割分担を明確化し、相互に協力的な

態勢を構築することが重要であるとの意見が得られている。 

（e） 既存の統計・データの再検討・改善 

新たな統計・データの構築だけでなく、既存の統計・データに関する再検討・改善が

必要であるとの指摘があった。具体的には、以下のような指摘があった。 
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既存の統計・データの見直し・改善の視点 

○ 回答者の認識・解釈の違いによる影響の検証 
 回答者によって設問やデータの定義・解釈は必ずしも一致しておらず、結果として
回答データの信頼性・比較可能性を低下させている可能性がある。また、異なる統
計に類似の質問事項が設定されている場合も多いが、こうした質問事項に同一機
関が回答しても、回答内容が互いに食い違うことも少なくない。データ・情報基盤整
備に当たっては、こうした回答者の意図・都合などについても確認することで、回答
データの信頼性を向上させることが重要と考えられる。 

○ 国際比較可能性の向上 
 例えば研究開発統計においては、データの標準的な定義・収集方法など定めた
フラスカティ・マニュアル（Frascati Manual）が存在するが、日本の研究開発統計で
ある科学技術研究調査では、このフラスカティ・マニュアルに従っていない部分が存
在する。グローバル化が進展する中で、国際比較による現状把握・分析の重要性
が一層高まると考えられるため、既存の統計・データを一つずつ点検・改善し、国際
比較可能性の向上に取り組む必要がある。 

○ グローバル化への対応 
 社会・経済のグローバル化が進展する中で多国籍企業は確実に増加している。こ
うした企業では研究開発費の投入、論文・特許など成果の創出、成果の事業化と
いった活動自体がグローバルに進展するため、「日本国内の状況」のみを切り出し
て把握することは困難となりつつある。グローバル化の進展する中での適切な現状
把握方法については、今後さらに検討する必要があると考えられる。 

○ 統計・データ間の接続に配慮した調査対象の再検討 
 複数の統計・データを接続する際に、実際に接続可能なのは各統計・データで設
定されている調査対象の「積集合」のみであり、統計・データの組み合わせによって
は接続可能な範囲が極端に小さくなる可能性も指摘されている。今後、統計・デー
タ間の接続を推進するのであれば、各統計・データにおける調査対象や標本抽出
方法などについての再検討が必要となる。 

 

4. 「政策のための科学」関連�� 

 

（1） 「政策のための科学」に関連した海外教育研究拠点の状況 

「政策のための科学」に関連した調査として、海外の教育研究拠点状況の調査を実

施した。海外の４か所の教育研究拠点：The University of Sussex、The University of 

Manchester、Georgia institute of Technology、Bocconi University を選び、Web サイト

で収集できる公開情報を研究者に関する視点から調査した。それぞれの教育研究拠

点では、Science and Technology Policy Research といった「政策のための科学」に関

連したプログラムをもっている。それらのプログラムについて、学位、入学条件、学費とい

った項目を調査した。また、各拠点に所属している教職員の職位についても調査した。

さらに、対象研究者が取得している学位、分野についても調査し以下にまとめた。 

付属資料Ｄ 「政策のための科学」に関連した海外教育研究拠点の状況 
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（2） 「政策のための科学」関連ドキュメント調査 

「政策のための科学」の研究や教育のために、関連する論文や書籍などのドキュメン

トについての調査を実施した。これらのドキュメントは、アンケートに応じていただいた

方々から推薦していただいた。ドキュメントの読者としては、学部生から修士課程、博士

課程、ポスドク・研究者の３つのレベルを設定した。これにより、そのドキュメントの難易度

を大まかに知ることができる。ドキュメントの概要について掲載するとともに、ドキュメント

を「科学技術政策」、「イノベーション」、「人材」、「経済・経営」などの 9 項目に分類し、

内容が把握できるようにした。収集したドキュメントの数は、論文 23 件、書籍 27 件、その

他 19 件である。また、3 か所の「政策のための科学」に関連した海外教育研究拠点の

教育カリキュラム情報から、授業で使用しているドキュメント情報を収集・整理した。以下

に調査結果を掲載した。 

付属資料Ｅ 「政策のための科学」関連ドキュメント調査  

 

��� ��������の���関������   

データ・情報基盤に関する課題にも、国際連携を図るべきとの意見もあったが、科学

技術政策研究所では、この分野に携わる海外の専門家を招き、以下の通り国際会議

を開催した。  

会議名称 ： 科学技術イノベーション政策のためのデータ基盤の構築に関する国際会議 

主 催 ： 文部科学省科学技術政策研究所  

日時・場所 ： 2012 年 2 月 28 日(火) 10:00～18:05 文部科学省第１講堂  

参加者   ： 約 200 名  

（1） 開催趣旨  

世界の多くの国において科学技術とイノベーションが国家的な重要課題となるなか

で、エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策を目指す取り組みが盛んになって

いる。科学、技術、そしてイノベーションは、複雑で不確実性が高いプロセスであり、そ

れらについての適切な政策を立案することは容易なことではないため、合理的な（ある

いは科学的な）アプローチが必要となっているのである。そのようなエビデンス・ベースの

政策形成を実現するための有力な手段として、体系的なデータ基盤が注目されている。

体系的データは、政策形成を支える政策研究を高度化するための基盤として必要不

可欠であるだけでなく、直接的に政策立案のエビデンスともなり、また、政策議論の質を

向上させるためのツールとしても有用となるであろう。 

本国際会議は、科学技術イノベーションに関するエビデンス・ベースの政策のための

データ基盤構築の試みを主題としている。会議には、いくつかの国・国際機関において、

大規模なデータ基盤整備やその活用に取り組んでいる専門家等が招待され、それぞ

れの取り組みについての報告がなされる。それらについての議論や比較を通じて、実践
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的な知見が得られるとともに、今後の取り組みに向けた理論的な理解も深まることが期

待される。 

（2） 会議の構成  

この会議では、データ基盤に関する様々な取り組みが取りあげられ、それらは３つの

テーマに分けて議論される。  

セッション１は、「政策のための科学の取り組み：エビデンス・ベースの政策形成の実

現に向けて」がテーマである。日本と米国では、科学技術イノベーションに関するエビデ

ンス・ベースの政策形成を実現するための試み「政策のための科学」事業が推進されて

いる。両国の事業では、データ基盤の構築が重要な役割を担っているが、これは、デー

タ基盤の構築によってエビデンスの充実を図るとともに、広く公開されるデータ基盤を構

築することにより、様々な関与者がデータの活用に参加し、政策対象となる科学技術や

イノベーションについての理解を深化させることを目指したものである。このような方向性

は、必ずしも日本や米国のような明示的な事業の形をとるとは限らないが、世界的にも

広く求められているものである。  

セッション２は、「先 駆 的 なデータ基 盤 の事 例：公 的 支 援 を受 けた研 究 （publicly 

funded research）および大学を対象に」にテーマを絞って議論を行う。ここで取りあげる

データ基盤構築の取り組みは、意志決定を支えるという目的を持つ点で、他のセッショ

ンで取りあげる事例と共通しているが、より限定的なミッションを持っており、それゆえに、

先駆的なモデルとして参考になる。また、大学や公的支援を受けた研究に関するデー

タ基盤の構築は、ホスト国である日本において重要な課題となっており、会議の参加者

の関心を集めるであろう。  

セッション３は、「データ基盤の構築への挑戦：研究の最前線から」がテーマである。

特に欧州においては、政策研究だけでなく、社会科学や人文科学の様々な領域にお

いて、新しいタイプのデータの活用やその基盤の構築の取り組みが進んでおり、それら

の報告がなされるとともに今後の展望が論じられる。世界的に、社会の情報化が進むと

ともに、情報を処理するための技術やツールの発展も著しく、従来不可能であった様々

な分析が可能になるなど、このような取り組みの今後の展望は興味深い。  

（3） 会議内容  

セッション１ 政策のための科学の取り組み  

＜講演概要＞ 

政策研・桑原輝隆所長の開会挨拶に続き、東北公益分科大学・黒田昌裕学長の基調

講演、政策研・富澤宏之室長からはデータ基盤の基本コンセプトについて、全米科学財

団（NSF）の Julia Lane ディレクターからは STAR METRICS システムの概要についての講演

がなされた。 

＜ディスカッション＞ 

 黒田昌裕学長からは、日本では統計をつくる人とユーザ（研究者、政策担当者）の意思疎

通ができていない点や、科学分野・省庁・大学等の様々な縦割り構造を打破しないと本プ
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ロジェクトはうまくいかないのではないか、との指摘。 

 Julia Lane ディレクターからは、STAR METRICS は議会のニーズからスタートした。本プログ

ラムを構築する上で「コミュニティが何に関心を持っているか」を重視し、大学や研究機関

へのアウトリーチ活動を積極的に行っている、とのこと。また、科学者（研究機関）がデータ

ベースの必要性や有用性を理解し、自主的にデータ提供へ協力してもらえるよう、集める

データの種類やデータの収集方法を工夫しているとのこと。 

 会場からは、個々の分析を行うためにはどの程度のデータを集める必要があるのか、との

質問があり、Julia Lane ディレクターからは、政策のための科学においては、そもそも対象と

なるデータの量や種類が把握できていないことが大半で、データ数を増やしながら何を収

集すべきか自体を把握していくしかないとの回答があった。 

 

セッション２ 先駆的なデータ基盤の実例 

＜講演概要＞ 

英国 高等教育統計局(HESA)・Alison Allden チーフエグゼクティブからは、英国の研究

政策や HESA の活動について、ドイツ研究振興協会（DFG）・Jurgen Gudler 部門長からは、

DFG における情報マネジメントについての講演がなされた。 

＜ディスカッション＞ 

 大学評価・学位授与機構・林隆之准教授は、日本の課題として、機関レベルデータが未

整備である（データはあるが非公開、フォーマットが統一されていない）、研究プロジェクト

情報が活用できていない、分析を行う人材が欠如している、と指摘。 

 データ収集に対する障害があるかとの質問に対し、英国ではファンドを受けるための条件

となっているため障害はないが、同様のデータ収集要請を何度も受けることが負担となって

おり、フォーマットの統一化について検討しているとのこと。 

 ドイツでは、内部データに基づいているので障害はないとのこと。ただし、研究者のキャリア

についての情報は抜けており、人材追跡のためのデータ収集を進めつつある。また、成果

として収集されている論文については英語ベースの論文が中心であることから、英語は無

い文献の収集を向う 10 年くらいかけて収集していく予定。 

 政府や機関内部でデータに基づく意思決定をいかに促進できるかとの質問に対し、英国

では、エビデンスに基づく決定が競争力につながった成功事例に基づいて、雪だるま式に

多数の大学へ拡大しつつあるとのこと。また、ドイツではデータを可視化することで意味を

分かりやすくしたり、個別の大学についてのレポートを提供したりすることで、それらを用い

た議論がおこなわれるとの指摘がなされた。 

 いかにして専門人材を育成するかという質問に対し、英国では大学内に研究支援部門を

つくり、グラント活動等に対するデータ支援を行っており、専門人材が育成されつつあると

のこと。ドイツでも、大学職員の専門化が急速に進んでいること、サイエンスマネジメントセ

ンターにて、マネジメント・評価・モニタリングを集中的に学ぶ体制ができているとのこと。 

 

セッション３ データ基盤構築への挑戦 

＜講演概要＞ 

オランダ ライデン大学 CWTS・Ed Noyons 副所長からは、CWTS(Center for Science 
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and Technology Studies)におけるデータ基盤について、欧州委員会イノベーション総局・

Denis Besnainou ナショナルエキスパートからは、欧州における研究インフラについて講演

された。 

＜ディスカッション＞ 

 GRIPS・鈴木潤教授からは、①論文著者の特定の仕方、②データベースの作成について

（個人ベースか、論文ベースか）、③インプットデータとその成果との関連づけ、④オープン

アクセスとプライバシー、の４つの論点を提示。上記論点に対し、Ed Noyon 副所長および

Denis Besnainou エキスパートからは、主にテクニカルなアドバイスがあった。具体的なアド

バイスは以下の通り。 

 CWTS では論文を類似性からクラスタリングし、約 2 万の研究テーマを同定している。研究

テーマと研究者を組み合わせることで、同じ氏名でも異なる著者の同定が可能になる。 

 ただし、名寄せのクオリティを上げるには研究者も関与したチェックが必要。研究者に論文

リストを出してもらうのは負担が高い。こちらから提示した候補から自身が著者であるものを

選んでもらうことで、研究者の負担も小さくなる。 

 FP6 の効果を計量書誌学の立場から分析したことがある。具体的には研究者の振舞いの

変化を計測した。その結果、FP6 により共同研究は増加したが、研究のインパクトには大き

な変化は無かったことが明らかにされた。 

 論文 DB は SQL を用いて構築している。 

 

パネルディスカッション 

東京大学・元橋一之教授をモデレータとして、本日の講演者にてパネルディスカッション

を実施。主な意見は以下の通り。 

 

(日本におけるデータ基盤構築への示唆) 

 データ基盤整備は説明責任の観点から必要である。具体的にはこれまでの科学投資が経

済成長やイノベーションにどのように寄与したのか、研究開発の必要性の立証など。これら

を行うにはローデータへのアクセスが必要となる。 

 データ基盤を構築する上で、理念・考え方をはっきりさせる必要がある。何がエビデンスベ

ースの議論を行うにあたってベストのデータなのか。ＨＥＳＡでは、どの機関が資金を受け

取ったのか、どこが成功したのか、その機関のプロファイルはどのようになっているのかを明

らかにするようなデータを収集している。 

 データ基盤として、特定のニーズに対応するものがあっても良いのではないか。データの国

際比較性は重要ではあるが、研究開発システムは各国異なっており、独自性も重要。各国

のシステムにあったデータ基盤を構築しつつ、国際比較可能な指標を模索することが必

要。 

 分析から得られた結果を政治家や行政関係者でも分かる言葉で伝えることも必要である。 

 基礎研究への投資が全てイノベーションに繋がるわけでは無いという点について、認識を

共有する必要がある。 

 労働経済学は、50 年前は労使関係の話に留まっていた。それが変わったのは、60 年代後

半から 70 年代初版にかけて労働省が資金をかけて賢明な人たちにこの問題を考えさせた
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ことによる。その中からノーベル賞を受賞したジェームズ・ヘックマンらが輩出され理論が導

き出された。これには 40 年かかっている。科学技術政策で何ができるかを考えると、現在

はデータを収集し、記述的な分析を始めたばかりの時期だといえる。 

 定量的なデータに加えて、定性的なデータの収集も必要。特にインパクトについては、定

量的な把握が難しく、定性的な評価も必要となる。また、HESA の活動を通じて、我々が得

たひとつの教訓は、データをミクロレベルで収集するということの強みである。ミクロデータを

１回収集すれば、それを何度も利用するという大きな機会、チャンスがある。 

 データの提供にあたっては、統計の解釈を示す必要がある。また、その解釈についても一

つの理解であり、他の解釈があり得ることも述べる必要がある。たとえば、財務大臣が論文

数を倍にしたいので、予算を倍にしたいと考えるかもしれない。しかし、予算を増やしたから

論文が増えるという因果関係は明確ではない。 

 データベースの構築に関してした成功した事例は、小さなサンプル、小さなアイデアからス

タートし徐々に成長してきたものである。短期間に構築したものはそれほど成功していない

と思う。データの構築は、むしろ記述情報から始めてゆっくり進むべきである。その間にノウ

ハウを積むべきだと思う。質を保つことが大きな成功につながると思う。 

 

(全体のまとめ) 

 各国のデータ基盤の現状としては、データを使って何がわかるかを探し出したり、洗い出し

たりする段階である。データを整備したからといって、投資効果などの最終目的がすぐに得

られる段階ではない。各国毎に各国の特徴を生かしたデータベースをそれぞれ作りつつも、

それらを比較する中でよりよいシステムができていけばよいのではないか。 

 評価には、定量的なデータだけでなく、定性的なデータも必要。 

 データの取り扱いに関しては、使い方によっては危険なものであることを認識し、受け手が

誤解しないように注意していく必要がある。数字そのものも重要だが、その解釈も重要であ

り、同時に考えていく必要がある。 

 データ基盤の整備の進め方については、小規模からはじめ、一歩ずつゆっくりと大きくす

べき。最初から大きいものを作ろうとすると、議論の収拾がつかず進まなくなる。また、まず

はやりやすいところから成功事例をつくり、徐々に広げていくのがよいのではとのこと。 

 

（4） NISTEP ミニワークショップ 

海外から招聘した方々と、文部科学省、JST、JSPS、大学、国立研究機関の方々及

び NISTEP 合計 45 名にて、上記国際会議の次の日（2012 年 2 月 29 日）に、NISTEP

ミニワークショップを開催した。テーマは、①公的研究資金の配分データの収集、②大

学における教育および研究活動の情報の収集、についてである。議論した内容は、

NISTEP のホームページの研究領域の中で、政策のための科学の以下のページに掲

載している。 

http://www.nistep.go.jp/research/scisip 

44



 

 

 

 

45



 

 

 

 

�1� ���とな�た�な�� 

本調査では、まず委員会やアンケート・ヒアリング調査を通じて、「政策のための科

学」に資するデータ・情報基盤整備へのニーズや課題についての整理・分析を行った

（第 2 章）。第 2 章を通じて、今後データ・情報基盤整備事業を推進するに当たっての

課題として、主に以下の点が明らかになった。 

（1） 政策立案・評価に資することの重要性 

委員会では、データ・情報基盤の具体的な内容を議論するとともに、その果たすべき

機能についても検討した。そのなかで、政策の立案・評価に有用なデータ・情報基盤を

構築することが重要であることが明確になった。特に、政策評価は、評価対象となる政

策目標の明確化、評価可能な指標の設定、それらのエビデンスに基づいた議論といっ

たプロセスから成っているため、それぞれの段階に役立つようなデータ・情報基盤が必

要であるとの指摘がなされた。 

（2） データ・情報基盤ニーズの共通性・多様性 

「政策のための科学」に関連する研究の実施に当たっては、例えば科学技術研究調

査、学校基本調査、企業活動基本調査などを利用している（今後利用したい）とする声

が比較的多く見られた。しかし一方で、上記以外の統計・データについては、「政策の

ための科学」という領域の学際性を反映して多様なニーズが挙がっており、これら全て

に対応することは限られたリソースの中では困難である。 

今後は、共通的なニーズに基づいてデータ・情報基盤を整備しつつ、前述の政策評

価への活用などの観点から優先順位を設定しながら、データ・情報基盤整備の拡充に

取り組む必要がある。 

既存データの利用ニーズの高いデータについてインプット、アウトプット、アウトカムと

いう流れの中で種類によって分類し図 3-1 に示した。また、具体的なデータに関する課

題については図 3-2 にまとめた。 

（3） 整備したデータ・情報の適切な公開・提供方法の検討 

同一のデータであっても、公開・提供する対象（政策担当者、研究者、国民など）に

よって、その方法を適切に選択する必要がある。国民などに対しては誤解が生じないよ

うに分析結果の解釈を具体的に伝える必要があり、研究者に対してはデータ作成プロ

セスの開示が重要となる。 

また、公的統計や行政情報には、二次利用に関する法律・制度面での制約が存在

しており、今後データ・情報を公開・提供するに当たっては、こうした問題についても具

体的に検討を深める必要がある。 

（4） ミクロデータの整備・公開 

委員会およびアンケート、ヒアリング調査のいずれにおいても、ミクロデータ利用への
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ニーズは非常に大きい。研究者や政策担当者におけるデータ・情報の利用ニーズは多

岐に渡っており、これらに対応するためには最も分析の自由度が高いミクロデータの整

備・公開が望ましい。但し、ミクロデータの公開に当たっては、前述のように法律・制度

面での制約が存在しているため、慎重な検討が必要である。 

（5） 複数データベースの接続 

研究者や政策担当者の問題意識は、個別のデータベースで対応できる事柄ではな

く、複数データベースの横断的な分析が必要となっている。データベースの接続に関し

ては、個別機関だけでなく研究者をキーとしたデータベース接続の必要性が指摘され

た。複数データベースの接続は、データの精度向上と、データ入力作業の負担軽減に

つながる可能性1もある。データの接続を可能にするには、データ照合手法、不完全デ

ータの扱い、匿名化処理などの技術的な問題とともに、利用制限のあるデータを「政策

のための科学」において、どのように活用するかなどの検討も必要であり、これらが喫緊

の課題となっている。 

 

図 3-1 利用ニーズの高いデータの分類 

 

                                               

 
1 例えば、データ提供者が類似のデータを異なるデータベースへ繰り返し入力・提供していた状況を、データベースを統合する

ことでデータ入力・提供作業を軽減させることが可能になる。 
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図 3-2 具体的なデータに関する課題 

 

 

 

権利行使データとの接続

研究開発費データ
特許データ

イノベーションデータ

不採択データの収集

経済、企業データの収集、公表

研究プロジェクトデータ（科研費, JST) 地理的分布（研究者、機関に展開）

学歴、職歴、人材流動性

民間を含めた人材DB

人をキーとしたデータ接続

時系列データ：名義変更、合併

地理的分布、事業所

系列、海外展開

機関をキーとしたデータ接続

利用コストが高い

博士論文DB

研究者入力による不統一性
プロセスメカニズム

イノベーション政策形成、執行、分析

人材データ 論文データ 社会・経済データ

インプット、アウトプット、インパクトに関するデータ

和文雑誌の網羅的DB

データ連結 データの地理的分布様々なレベルでのファンディングと研究評価

企業財務データ

商用DBの相互チェック（ORBIS他）

地域経済への波及の把握

政策データベース（政策の推移を鳥瞰）

インプット アウトプット アウトカム

特許評価できるデータ接続

サイエンスリンケージデータファンディング関連データ
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2011 年度（平成 23 年度）、以下のような調査研究を科学技術政策研究所が実施し

ているだけでなく、関係機関が協力して府省共通研究開発管理システム（e-Rad）や関

連データベース（ReaD & Researchmap など）の連携・再構築について検討を続けてい

る。こうした取り組みは、前節に示したポイントの（1）～（5）に関連した点が多く、2011 年

度の取り組みが有識者や研究者の視点からも一定の妥当性を有するものと考えられる

（科学技術政策研究所が 2011 年度実施したデータ・情報基盤整備事業の概要は表 

1-1 を参照されたい）。 

一方、前節の（1）については「政策のための科学」を超えた枠組みでの議論が必要

であり、今後の大きな課題として挙げることができる。 

 

以上までの議論を踏まえ、今後のデータ・情報基盤整備においては、以下について

取り組むことが重要と考えられる。 

 

（1） データ・情報の変換・接続自由度の高い仕組み・システム構築 

「政策のための科学」で扱うデータ・情報には、「インプット」「アウトプット」「アウトカム」

といった「水平」の関係にあるもの、データ単位が異なる「垂直」の関係にあるものが存

在する。「水平」の関係にあるデータ・情報は互いに共通する項目（例えば研究者名、

機関名など）を介して接続することが可能であり、「垂直」の関係にあるデータ・情報は

集計単位を変更することで変換することができる（図 3-3 ）。 
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ミ
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ロ
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タ

インプット アウトプット

�
�
�
�

水平関係

��データ

研究者
単位データ

機関・部局
単位データ

国・地域
単位データ

研究者
単位データ

機関・部局
単位データ

国・地域
単位データ

国・地域名を
キーにして
接続可能

機関・部局名を
キーにして
接続可能

研究者名を
キーにして
接続可能

集計単位を
変更することで

変換可能

集計単位を
変更することで

変換可能

集計単位を
変更することで

変換可能

集計単位を
変更することで

変換可能

 

（注）ここでは具体例として、採択された研究課題・研究費などが研究者単位で収録されているファンディング関連データと、著

者名までが収録されている論文データを用いて「縦」「横」の関係を示している。 

図 3-3 データ・情報の「垂直」「水平」の関係 

 

「政策のための科学」の研究において、利用するデータ・情報の種類や集計単位に

は、目的に応じて多くのパターンが想定される。また、ニーズ調査などからも明らかとな

ったように、「水平」の関係にあるデータ・情報の接続については多様なニーズが挙がっ

ている。こうした状況の中で、個別のパターンやニーズへ一つずつ対応することは効率

的でない。また、公的統計などが含まれる場合には、データ・情報を構築できても公開

することは困難となる。 

従って今後は、多様な目的・ニーズに応じて、研究者や政策担当者がデータ・情報

を自由に変換・接続できるような仕組みの構築が重要になると考えられる。具体的には

以下の 2 点について取り組む必要があろう。 

（a） 「垂直」「水平」の変換・接続テーブルの作成・公開 

「垂直」「水平」の変換・接続に必要な「変換・接続テーブル」を作成し、公開すること

が有効と考えられる。図 3-3 を例にすれば、ファンディング関連データと論文データに

それぞれ収録されている研究者名を相互に対応付けたテーブルを作成すれば、両デ

ータを容易に接続することができる。同様に、論文データに収録されている各研究者の

所属機関名について「名寄せ」を行い、研究者と所属機関を対応付けたテーブルを作

成すれば、論文データの集計単位を適切に変換することができる。 
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このような変換・接続テーブルを多数作成・公開すれば、研究者や政策担当者がテ

ーブルを組み合わせることで、多様な目的に応じてカスタマイズされたデータ・情報を構

築することが可能となるだけでなく、データ・情報の信頼性や再現性が確保できるという

点でも極めて有効である。 

（b） データ入力フォーマットおよびルールの共通化・統一化 

前述のような対応付けやテーブルの作成には、いわゆる「名寄せ」作業が必要となる1。

しかし、一般に「名寄せ」作業は大きなコストを要し、その精度にも一定の限界があるた

め、「名寄せ」を可能な限り回避する仕組みを構築すべきと考えられる。具体的には、以

下のような取り組みが考えられる。 

 

 入力フォーマットの共通化 

データ入力のフォーマットを、システム横断的に共通化し、入力時の表記ゆれを

可能な限り排除することが重要である。これにより、異なるシステムであっても、同

一項目であれば共通した表記によるデータが収録されることとなり、両者の対応

付けにかかるコストを低減することができる。 

 変換・接続のキーとなる項目の ID 化および ID 間の対応付け 

「垂直」「水平」の変換・接続でキーとなる項目については、固有の番号を割り当

てることで識別を容易にすることが重要である。例えば、各研究者に固有の研究

者番号を割り当て、複数のシステムでその番号を共有するか、各システムで採用

されている研究者番号間の対応テーブルを作成することで、「名寄せ」作業の余

地を低減することができる。 

また、研究者名など固有名詞を ID 化することでデータの匿名性を確保すること

ができ、データ・情報基盤の整備・公開を進めやすくなる利点も考えられる。 

 

こうした取り組みは、既存の統計やデータベースを有する府省や民間機関を巻き込

んだ協力体制が必要であるため、今後とも関係者間での積極的な議論を進める必要

がある。 

（2） ミクロデータの整備・公開 

これまでにも述べたように、有識者や研究者からはミクロデータ（個票データ）利用の

ニーズが強く示されている。特に、以下の観点からミクロデータの整備が必要である。 

但し、ミクロデータの利用には統計法などの法的な制約と共に、個人情報・企業情報

などの匿名化・秘匿化処理などの技術的な課題が存在するため、関係機関との調整や

研究者との議論を今後とも進める必要がある。 

                                               

 
1 論文の研究者（著者）名を例に取ると、単純な入力ミスや結婚での改姓などにより「同一人物であるが表記が異なる」場合や、

同姓同名の存在により「表記は同一だが、人物が異なる」場合が存在する。また、（例えば e-Rad データと論文データなど）異な

るデータ間おいても同様の場合が存在する。従って、データの変換・接続においては、人物を特定し、表記を統一する必要があ

り、こうした作業を「名寄せ」と呼ぶ。 
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 効果測定および効果の要因分析における必要性 

政策の「効果」は様々な要因に影響を受けるため、既存の集計データのみでは

分析が極めて困難である。こうした問題は、ミクロデータに基づき他要因との多

変量解析を実施することで、分析の可能性が広がる。 

 システム内部の構造分析における必要性 

例えば国内の大学において、異なるグループ間の研究パフォーマンス比較・分

析など、特定のシステム内部の構造を分析するためには、システムの構成要素

を単位としたミクロデータ（上記の例では大学単位のデータ）が必要となる。 

 データベース間の接続における必要性 

異なるデータベースを接続には、各データベースで共通する情報（例えば研究

者名、大学名など）をキーとして、データの対応付けを行うことになる。この際、必

然的にミクロデータが必要となる。 

 

（3） 共通的・汎用的なデータ・情報基盤の優先的な整備 

データ・情報基盤の利用ニーズは多岐に渡っており、その全てに対応することは、限

られたリソースの範囲では困難である。そのため、まずは政策担当者や研究者のニーズ

の把握に努め、可能な限り共通的・汎用的に利用可能なデータ・情報基盤を優先的に

整備する必要がある（図 3-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 データ・情報基盤から政策プロセスに至る階層構造 
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（4） 政策策定への貢献 

文部科学省では、科学技術イノベーション政策によって解決すべき課題を科学的な

視野から発見・発掘した上で政策課題を同定し、経済的・社会的影響の分析結果を盛

り込んで選択可能な複数の政策オプションを立案するために、平成２５年度概算要求

において新たに「SciREX 政策形成実践プログラム（仮称）」の立ち上げを計画しており、

実際の政策形成に活かすとともに政策課題の解決を目指すこととしている。 

本委員会の指摘や文部科学省における検討状況を踏まえると、政策当局との連携・

協力はもちろんのこと、政策の企画・立案・評価の段階でデータ・情報基盤の知見を如

何に役立てることが出来るかについて、引き続き検討を深める必要がある。 

 

（5） 研究者と政策担当者の相互交流と国際交流 

「政策のための科学」は「科学」であると同時に、政策のプロセスにも密接に関連して

いる。従って、「科学」「政策」の両面を常に意識する必要があり、研究者と政策担当者

の相互交流が不可欠である。具体的には、“政策担当者と研究者が共同で「政策オプ

ション」の立案を行うこと”を目指した「SciREX 政策形成実践プログラム（仮称）」にデー

タ・情報基盤の関係者が協力することや、両者が参加するシンポジウムや学会の設立

や、ソーシャル・ネットワーキング・サービスを利用したコミュニティ形成なども考えられる。

また、国際比較可能性の向上など、国際的な視野に立ったデータ・情報基盤の構築、

国際連携も必要である。科学技術政策研究所では、「科学技術イノベーション政策の

ためのデータ基盤の構築に関する国際会議」を 2012 年 2 月に開催し、国際的な研究

者間の交流と、国内外の研究者と日本の政策担当者とのコミュニケーションを図った。

今後も引き続き、「政策のための科学」における「データ・情報基盤の構築」を実質的に

推進させるための研究者と政策担当者の活発な交流が必要であろう。 
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（1） 「指標の機能に関する概念的枠組み」 

科学計量学的指標を実践に活用したいと考えているが、指標を考えるということは、

政策の目的に対して、どういうものを測定しなければいけないかという「ルートコンセプト」

を導き出すことから始まる（P6）。次に、測定可能な概念とはどんなものかを考えて、それ

を測定していくというプロセスをとる。また、個々のプロセスごとに抜けはないかなどをチ

ェックする作業が常に行われている。 

（2） 「どのようなデータ基盤を求めるか」 

構築すべきデータ基盤を決定する前提として、まず何らかの政策的な問いに対して

データ、指標を作っていく場合には、問いごとに必要なデータが異なるということである。

またそのために、テーラーメード的な作業が要求される（p22）。これは、学術的なものに

限らず、指標全般にいえることである。また、目標に照らして「完璧」なデータや指標は

ないので、データや指標そのものよりも、それらの使い方が問題になる。 

以上の前提のもとに、データ・情報基盤について、我々が望むものを述べる。まず、

下処理にかかる作業を軽減するものを準備していただきたい。共通的でありかつ処理コ

ストが高いものを準備するのが現実的な方策であろう。商業データベースが高いというこ

とは、本委員会でも何度も述べてきたが、この場でも再度指摘しておく。 

「名寄せ」と「同定」は大変手間のかかる作業であり、しかもある程度共通して使えるも

のである。機関名の名寄せについては、すでに準備が進んでいる。難しい面もあると思

うが、部局等（大学であればセンター、国研であれば部門など）、研究者名まで名寄せ

を拡張していただきたい。同様に、「分類」も手間がかかり、共通して使えるものである。

学術分野では、トムソン社に 250 分野から 22 分野（こちらは排他的であるメリットがある）

まで、粗さの異なる分野分類がある。トムソン社の分類以外にも、独自な分野分類があ

ると助かる。セクター分類も表の形で辞書的にまとまったものが欲しい。日本の場合に

はある程度理解できるが、フランス等については推察もできない。 

リンケージや対応関係の同定作業も、共通的でありかつ処理コストが高いものといえ

る。商用データベースにも一部含まれている、いわゆる「サイエンスリンケージ」は、特許

における学術文献の引用の程度を示すものであるが、その文献を同定することは実は

非常に労力のかかる作業である。これを購入することもできるが、精度が分からない。こ

れについても共通的な基盤があると助かる。また、学術分野やそれ以外の分類間の対

応関係が欲しい。例えば、科研費の細目と論文の学術分野分類との対応関係が分か

れば、科研費の効用について分析できる。特許の技術分類と論文の学術分類との対

応関係、産業と学術、あるいは特許の分類の対応がわかれば、今後の分析に役に立

つと考えている。 
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ると助かる。セクター分類も表の形で辞書的にまとまったものが欲しい。日本の場合に

はある程度理解できるが、フランス等については推察もできない。 

リンケージや対応関係の同定作業も、共通的でありかつ処理コストが高いものといえ

る。商用データベースにも一部含まれている、いわゆる「サイエンスリンケージ」は、特許

における学術文献の引用の程度を示すものであるが、その文献を同定することは実は

非常に労力のかかる作業である。これを購入することもできるが、精度が分からない。こ

れについても共通的な基盤があると助かる。また、学術分野やそれ以外の分類間の対

応関係が欲しい。例えば、科研費の細目と論文の学術分野分類との対応関係が分か

れば、科研費の効用について分析できる。特許の技術分類と論文の学術分類との対

応関係、産業と学術、あるいは特許の分類の対応がわかれば、今後の分析に役に立

つと考えている。 
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（3） ファンディングプログラムの運営に資する科学計量学 

本年度、RISTEX（Research Institute of Science and Technology for Society, 社会

技術研究開発センター）からファンドをもらって「ファンディングプログラムの運営に資す

る科学計量学」のプロジェクトを進めている。それを紹介し、先ほど申し上げた考えに至

った経緯を紹介する。 

エビデンスとしての科学に、計量学的な手法を利用するに当たって、規範から、理論、

実践といったものが複雑に絡み合って関係しているということが分かってきた。例として、

インパクトファクターを取り上げてみる。この定義の分子と分母で実は論文とされている

定義が異なる。分母は、いわゆる学術論文であり、分子は学術論文のほかに letter to 

the editors なども含めており、厳密に言えば整合性がないといえる。指標の理論的評

価軸として、妥当性、効率性とともに、信頼性（一貫性・安定性）が求められているが、こ

れを満たさないと考えられるので、修正を実施した。 

理論上、実践上の課題を明らかにしたいと考えて本プロジェクトを進めているが、その

前提となる「深堀調査」を 2010 年に実施し、評価に使える指標を調査した。 

指標とピアレビューを比較すると、ある程度の精度で合致するが、指標をそのまま評

価に使うことには実務家であっても研究者であっても共通して抵抗感がある。それでも

プログラムを設計するに当たって、指標は役に立つ、という共通認識がある。役に立つ

指標を作るためには、唯一の指標といったものは無意味であり、できるだけ多様な指標

をプログラムごとに準備していかなければならない。それを使う側が理解し、作成した側

が説明して準備しなければならない、といったことが明らかとなってきた。そこで最初に

述べた、どのようなデータ基盤を求めるか、という結論になる。 
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（1） はじめに 

最近、「大学の情報データベースを作る」ということを文部科学省の方々と取り組んで

いる。その経験を踏まえて今、考えていることを述べたい。申し上げたい論点は、（１）エ

ビデンスベースの評価の必要性、（２）大学関係の基盤的データの必要性、（３）「中間

レベル」の分析者の設定と育成、である。 

（2） エビデンスベースの評価の必要性 

事業仕分け等において、評価の「素人化」、別の表現では社会の「幼稚化」といわれ

る現象がみられている。例に挙げたように、「TFP（Total Factor Productivity、全要素生

産性）へのインパクトなど経済効果をターゲットとした指標を設定すべき」とか、「大学ラ

ンキング」のような一元的で単純な指標を好むといった、単純化の流れがこの数年進ん

でいるようである。この評価・指標の単純化の流れに対して、複合的な指標に基づいた

精緻な評価を実施する必要がある。 

1980 年代に Ben Martin がビブリオメトリクス（計量書誌学）を研究評価に使ったときに

も、ビブリオメトリクスの一つ一つの指標は不完全だが、複数の指標が集まってそれがだ

いたい同じ方向を示していれば、正しいものとして扱っていいだろうといっている。複合

的な指標に基づいた精緻な評価というのも、研究評価のコミュニティとして素人化の流

れに対抗してやっていかなければならない。そのためのデータ基盤というものを意識して

作らなければならない。指標の複数化、評価目的に即した分析枠組みの設定で、例え

ば、ランキングのような単純な生産性だけでなく、大学の機能の明確化、政策介入の実

質効果の分析といったものをしていかなければいけない。 

古い例ではあるが、論文データの分析例を p4 に示す。左は引用数トップ 10%の論文、

右側は 75 -100%とあまり引用されない論文を示している。トップ 10%については、単相関

の関係にあり、あまり引用されない論文の方は、収穫逓減の形を示している。ここでは、

単純に論文数を議論するよりも、複数の指標を採ることにより、より詳細な分析が可能と

なる事例として挙げた。 

次に、研究分野ごとの研究実施大学の集中度を P5 に示す。縦軸は上位８大学の割

合、横軸はハーフィンダール指標と呼ばれる集中度の指標である。これによって、どの

ような研究分野がどのような大学に集中しているかが分かってくる。上部の右側にある

研 究 分 野 は、上 位 8 大 学 に集 中 しているよ うな研 究 分 野 であ り 、海 洋 学

（Oceanography）、地球化学と地球物理学（Geochemistry & Geophysics）といったサイ

ズの大きなサイエンスが上がっている。下部の右側にある領域は 8 大学以外に集中して

いる研究分野である。ここには図書館情報学（ Information science and Library 

science）や人文社会学系の諸分野がある。過度に機関単位のファンディングをすると

いう政策をとり、少数の有名な大学に資金が集中すると、下部右側にあるような分野が
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（1） はじめに 

最近、「大学の情報データベースを作る」ということを文部科学省の方々と取り組んで

いる。その経験を踏まえて今、考えていることを述べたい。申し上げたい論点は、（１）エ

ビデンスベースの評価の必要性、（２）大学関係の基盤的データの必要性、（３）「中間

レベル」の分析者の設定と育成、である。 

（2） エビデンスベースの評価の必要性 

事業仕分け等において、評価の「素人化」、別の表現では社会の「幼稚化」といわれ

る現象がみられている。例に挙げたように、「TFP（Total Factor Productivity、全要素生

産性）へのインパクトなど経済効果をターゲットとした指標を設定すべき」とか、「大学ラ

ンキング」のような一元的で単純な指標を好むといった、単純化の流れがこの数年進ん

でいるようである。この評価・指標の単純化の流れに対して、複合的な指標に基づいた

精緻な評価を実施する必要がある。 

1980 年代に Ben Martin がビブリオメトリクス（計量書誌学）を研究評価に使ったときに

も、ビブリオメトリクスの一つ一つの指標は不完全だが、複数の指標が集まってそれがだ

いたい同じ方向を示していれば、正しいものとして扱っていいだろうといっている。複合
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危険になってくるということが見えてくる。これをエビデンスベースの評価の必要性を示

す例として取り上げた。 
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とみなされて廃止されるに至っている。現在、文科省が「大学における教育情報の活用

支援と公表の促進に関する協力者会議」にて中間まとめとして必要性を提言していると

ころである。データを提供する大学側からもデータを使う研究者側からも受け入れられ

やすいのは、大学の団体コンソーシアムがデータを所有する方式である。そこで、そうい

う形を目指して進めている。ただし、ここでは教育面のデータが主であり、研究面の詳細

なデータを国としていかにデザインするかについての論点は残されたままである。教育

関係がこのデータで完備され、研究者の情報が ReaD & Researchmap で完備され、研
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ない。 

次に、大学内の分野の多様性の変化を記した（p9）。横軸が過去（1998-99）の分野

集中度、縦軸が近年（2007-08）の分野集中度である。過去に比較して近年、分野集
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中度が上がっている大学として山形大学がある。山形大学の論文データを分析（ポート

フォリオ）した例が p8 である。右に行くほど他の大学に比べて特化した分野を示し、上

に行くほど被引用度の高い分野であることを示している。ポリマーサイエンスなどの化学

系が右上に位置している。実際、山形大学では有機 EL やコロイドの研究が強い。こう

いった分析を大学自身が行える体制整備を作っていかなければならないだろう。 

そのうえで「生産性指標と組織の各種特性との関係の分析」を行いたい（p10）。個々

人の研究の生産性の指標を出して、それに何が影響しているかを捉える。影響している

ものとして、大学の組織特性や個人の特性の指標の関係が見えてくる。これから、どう

いう策をとると生産性が上がるかといったことが予測できるようになる。 

最後に、日本では、学内の情報分析者の養成も今ようやく始まっており、リサーチ・ア

ドミニストレータ機能まで含めた人材育成が必要とされている。 
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���� 3 科研費データの��に���                         

（��科学�研究���学�研究助成���� ���� ��） 

（1） 科学研究費助成事業（科研費）関連データの現状 

科研費は、昭和 40 年代初めに創設され、大学等の基礎研究を支える基盤的な研究

費として、その性格は変わることなく、ますますその重要性を増してきている。現在、我

が国最大の競争的資金として社会、国民への説明責任は大きい。科研費の関連デー

タの現状、公募から内定までの流れ、科研費の応募、あるいは具体的な研究計画調書

の例について、以下のパンフレットに示している。 

（http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/24_pamph/index.html） 

研究計画調書の中には、研究者の属性、必要な研究費の額と内訳、研究目的、研

究計画・方法、過去 5 年の研究業績（論文、著書、産業財産権、招待講演の実績）、こ

れまでに受けてきた研究費とエフォートについても記されている。こういった情報を集計、

分析したうえで、毎年 5 月と 10 月に当該年度の応募採択状況について発表している。 

その中で、種目ごと、研究機関別（国立大学、公立大学、私立大学等）、分野別の

応募採択状況を件数ベースと配分額ベースで示している。研究成果については、実績

報告書を毎年度提出していただき、研究期間が終了した後に成果報告書を出してい

ただいている。これらに記載されている情報をベースとし、集計して KAKEN データベー

ス等で公表している。これはインターネットを通して見ることができるので、国民が科研費

でどのような研究が行われているかを知るうえで大きな役割を果たしている。 

このように科研費情報のアクセス可能性は近年高まっている。特に、科研費制度内

での種目別、機関別、分野別、年齢別の応募採択状況等のデータは長年の積み重ね

もあって充実している。一方、他国や、他の競争的資金と比較するためのデータ、科研

費制度全体をマクロで見て比較するためのデータはあまりないという状況にある。 

（2） 科研費に関する最新の指摘 

財政当局等からは、「科研費も含めた科学技術振興費は伸びているが、質の高い論

文数、引用数等が主要国と比べて相対的に低下している。費用対効果の検証などの

取り組みが必要。」との厳しい指摘を受けている。また、最近では、国際的な動向に照ら

して、論文データ等によって科研費制度の検証をどのように行うかを検討することが必

要であるという指摘を受けている。 

（3） 科研費改革のこれから 

基礎研究を支える中心的な研究費として科研費制度が現状でよいのか、という問題

意識を常に持っている。科研費は特に少額種目が多い。したがって、研究者が必要な

研究費を確保するために、上限額を最短の年数で申請する計画が多くなっている。例

えば、基盤研究 C であれば 500 万円が上限であり、３年以上の計画が対象とされている

が、最短の 3 年での申請が多い。そのため、研究コスト、審査コストがかかるとともに、予
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算確保される研究期間が短い。安定的かつ継続的な研究をしていただくためには、種

目の改善が必要なのではないかと考えている。 

また、最近、科研費以外でも、若手研究者を対象とした研究費が創設され、若手研

究者の養成が重点化されてきている。その一方で、40 代から 50 代の中堅研究者の研

究環境が非常に厳しくなっているという指摘がある。現在の種目がより資源を必要とす

るところに効率的に配分されるような種目構成、あるいは審査方法になっているのか、と

いう問題意識もある。 

科学技術政策全体を見たとき、未来への先行投資も必要であることは論を待たない。

厳しい財政状況のなかでなるべく効率的に配分していくことが必要であろうと考えてい

る。例としては、科研費同士を合算して大型の機械を購入するような改革を検討してい

る。効率化を高める施策の一つである基金化は、今年度から導入された。平成 23 年度

は比較的少額の 3 種目から導入し、幸い 24 年度予算でも新たに 2 種目に基金化を拡

大することができた。他の種目にも拡大していく必要があるが、今後は、活用状況をみ

ながら拡大して行くことが必要であると考えている。 

科研費は国の予算を投資しているので、研究成果を社会と国民生活に還元していく

ことが重要だろうと考えている。成果といっても、中長期的なスパンで基礎的な部分の

研究、日本の知的文化、知的資産を形成するというのが科研費の使命であると考えて

いるので、成果指標として定量的なデータを示すのはなかなか難しい。また、研究分野

ごとの特性もあるということを、様々な分野の先生から伺っている。ある分野においては、

必ずしも論文を書くことだけが評価されるわけではなく、他の業績が高く評価される場合

もある。論文数、被引用回数といったデータを成果として対外的に説明していくことに対

しては配慮が必要であると考えている。 

それでも論文数、被引用回数についての問い合わせはやはり多いので、科研費論

文とその他論文に関して、これらを試行的に分析しているところである。しかしながら、科

研費論文の捕捉が不十分であるというのが現状であり、今後正確なデータを得る工夫

をしていくので少し時間をいただきたい。 

（4） 科研費に対する研究者の評価 

最後に、科研費に対する研究者の評価について述べる。NISTEP で実施している第

３次科学技術基本計画期間中の意識調査（定点調査）の中で、科研費の使いやすさと

審査の透明性についての調査結果をここに示した。これを見ると非常によい結果であり、

改善されている様子がわかる。例えば使いやすさに関しては、2006 年から 2010 年まで

常に上向きである。このような調査結果というのは、制度改正を行っていくうえで非常に

参考になる。今後もいろいろな調査を活用して制度改善を進めていきたいと考えてい

る。 
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Logic Model Inside the Black Box  
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Granger test  

Pairwise Granger Causality Tests

Sample: 1984 2006 Lags: 2

F-Stat.

Ln (rdin_gov) Ln (rd_basic)
1939

1.51066 0.22103

Ln (rdin_gov) Ln (rd_basic) 2.70820 0.06691

Ln (rdout_acad) Ln (rd_basic)
4380

3.22151 0.03999

Ln (rdout_acad) Ln (rd_basic) 4.58092 0.01029

Ln (rdin_gov) Ln (rdout_acad)
2267

0.27156 0.76222

Ln (rdin_gov) Ln (rdout_acad) 2.66027 0.07015

Ln (rdin_gov) Ln (rd_applied)
2629

0.14546 0.86464

Ln (rdin_gov) Ln (rd_applied) 0.34452 0.70859

Ln (rdout_acad) Ln (rd_applied)
6759

2.27051 0.10334

Ln (rdout_acad) Ln (rd_applied) 8.07071 0.00032

Ln (rdin_gov) Ln (rd_develop)
3111

2.23968 0.10666

Ln (rdin_gov) Ln (rd_develop) 0.87596 0.41657

Ln (rdout_acad) Ln (rd_develop)
8819

4.13015 0.01611

Ln (rdout_acad) Ln (rd_develop) 2.06043 0.12746
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�題�� 4 �ー�������関��������イノベーション�関連の�題��

（��������� ��� ��） 

（1） 「イノベーション」関連の中心的課題 

イノベーションが起こるまでのプロセスは現状ではブラックボックスになっており、これ

を明らかにする必要がある。いろいろな政策がイノベーションプロセスにどのような影響

を及ぼすのかを知ったうえで、将来のイノベーション政策を考えるべきだと考えている。

イノベーションの内側は、インダストリーのブラックボックスと、アカデミアのブラックボック

スに分けられるが、どちらのイノベーションプロセスも分かっておらず、今後検討すべき

課題である。さらにその間の産学の Between the Black Box を知ることも非常に重要で

ある。 

「我々は何の話をしているのか？」についてこの委員会でも議論になったので P3 に整

理してみた。一般的に科学技術イノベーション政策といわれるものを、具体的に記載し

た。左に直接的で金額も大きな介入を示し、右に間接的な介入を記した。直接的な介

入は、研究開発補助金、ナショナルプロジェクト、需要側として重要な政府調達などが

あり、クラスタ整備は典型的な例である。右の間接的な介入には、重点分野・ポートフォ

リオといったものがあり、これがイノベーション政策なのかと思っている人もいるが実は重

要である。イノベーション政策にはこれらを評価分析し、構造を明らかにしなければとい

けないと考えている。 

（2） 資金の流れ 

研究開発費の負担と支出の流れを P4 に示した（2002 年 NISTEP 資料）。日本では、

産業側から見ると政府からの資金は 1.5%である。一方、アメリカではこれが 11%である。

日本政府の産業界への補助金はあまり大きなものではない。一方、アメリカでは 11%とっ

相当大きい。GDP（付加価値）との直接的関係について総務省の科学技術研究調査

（科調統計）を活用して P5 にまとめた。データは 2、3 年前のもので GDP は 540 兆円で

ある。研究費を支出している企業の GDP に占める割合は 14%の 77 兆円である。そのな

かでさらに基礎研究を実施している企業はその半分の 35 兆円。R&D 補助金を受け取

っている企業はさらに少なく 18 兆円である。このように R&D 補助金の効果はあまり大き

くないといえる。一方、金額は問わないが何らかの産学連携を実施している企業の寄与

は 50 兆円と比較的大きい。このような構造を知ったうえで、産学連携の政府資金はほと

んど大学等に流れているから、そこから生み出される成果が産業にどのように生かされ

るかが重要と考えている。その意味で Between the Black Box が重要だと考えている。 

（3） 分析例の紹介 

実際に必要なデータは、政策効果のロジック・モデルと、Research Question と、分析

方法に依存する（p6）。大きなトレンドは、ミクロデータをパネル化し、異種データ接続す

るという流れである。これに複合的な分析方法論を加えることが私のスタンスである。次

に、科調統計の個票をパネル化し、分析した例を P8 に示した。基礎研究、応用研究、
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開発研究に対して、公的補助金、産学連携支出がどう関係しているかを示している。こ

れを見ると、企業が基礎研究を支出していると細いながらも公的補助金をもらえることが

わかる。本来は、逆向きの補助金をもらって基礎研究を実施するという線があるべきと

考えている。この図には省略しているが、いわゆるリニアモデルといわれている、基礎研

究から応用研究、開発研究への流れももちろんある。ここで目を引くのは産学連携の支

出が、基礎研究、応用研究、開発研究とかなり広範な関係を持っていることである。一

方、公的補助金はほとんど関係を持っていない。 

別の解析で、政府補助金は、イノベーション能力へ直接的な関係をほとんどもってい

ないということを P9 で示している。一方、産学連携能力はイノベーション能力に直接的

な関係を持っている。政府補助金は主に、情報利用能力を介して、産学連携能力を高

めて、間接的にイノベーション能力につながっていることがわかる。 

企業への研究開発補助金についての一般的な作業仮説を P10 に示した。政府補助

金が企業の開発投資を誘発するか、リスクの高い研究を補助金で実施するといったリス

ク選考を促すか、などの作業仮説を左に示している。右側が仮説の検証に必要なデー

タである。赤字で記した、研究開発補助金が自己負担研究開発費を抑制することは、

あって欲しくない有名な仮説であるが、日本ではあり得るかもしれない。 

次に大学への研究補助金についての作業仮説を P11 に示す。大学への補助金が

出されてもそれが、研究費の増加につながっているのか、産学連携を促進するのか、研

究者ネットワークを促進するのか、といった問題を検証すべきである。 

もう少し先のレベルで問題を考えてみる（P12）。政府の補助金が企業の研究開発を

刺激していることが分かったとしても、それが最適な支援対象であったのか、もっと補助

金を投入するにふさわしい企業があったのではないかという問題のとらえ方がある。また、

同じ目的を持っている、他の手段、例えば補助金と、優遇税制とを比較して評価すべき

ではないかという捉え方がある。また、評価方法、モデル、指標についてもその妥当性

を評価し、改良する必要がある。 

（4） 課題と将来展望 

課題と将来展望を P13 に示す。構造自体の研究、ロジックモデルの研究をもっとすべ

きである。また利用可能な指標の探索も重要である。たとえば研究者の個人データベ

ースReaD & Researchmapに e-Radのような研究費配分のわかるデータをつなげること。

個人情報保護法、企業の秘密保持などの関係で非常に難しい面もあるが、NSF では、

公的資金を受け取った機関には、情報提供を義務付けるべきだといった議論がされて

いる。日本でも恐らく同じ状況であろう。政策施行と指標の収集のセット化も今後実施

すべき課題である。一例として追跡評価への協力などをもっとシステマティックに行うこと

などが挙げられる。 
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イノベーション政策のための 
データ・情報基盤 

東條吉朗 
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 

 

27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 1 

報告の概要 

1.  イノベーション 
 イノベーション  インベンション, 知識創造 
 イノベーション  新製品, プロセス改善, 市場開拓, 組織改革 

2.  イノベーション計測とデータ・情報基盤 
 計測の多義性： 【モデル】　残差, KPI, 無形資本, 質的改善  
     【分析目的】評価（マクロ, ミクロ）, 資源配分 

　　OECDの取組み:  イノベーション戦略, Blue Sky, ミクロデータ 
 NEDOの取組み:  追跡調査、バイドール調査  

3.  今後の方向性 
 政策実務情報の活用・標準化（給付と税, 事業評価, etc.） 
 ミクロデータ名寄せ・接続（研究者, 大学・研究機関, 企業） 
 比較可能な調査（科学技術人材、イノベーション） 

2 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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イノベーションと科学技術 

1.  イノベーションの定義 
「 企業にとって新規の（あるいは著しい改善をみた） 
製品･サービス、生産過程、マーケティング手法、 
あるいは 組織・制度の導入実施」 
        OECD Oslo Manual, 3rd ed. 

 

注）公共セクター, 市民社会, 消費者イノベーションの扱い 
 

2.  イノベーションと科学技術 
 インベンション, 知識創造 
 新製品, プロセス改善  +  市場開拓, 組織改革 
= 企業活動 (R&D, マーケティング, 組織, ...)  
   × ネットワーク（知識伝搬, 創発）, 知識市場   

 3 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

主体 
actor 

投入 
input 

成果 
output 

効果 
impact 

投入指標から成果・効果指標へ 

ネットワーク・共創・伝播の指標化 

R＆D 
＋ 

非R＆Dイノベ活動 

イノベーション 
and/or 
 無形資本 

成長・生産性 
＋ 

社会的価値 

 
企業、研究機関 

＋ 
起業家、研究者 
消費者、市民 

4 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

イノベーションの拡がり 
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イノベーション計測の多義性 

1.  多様なイノベーション分析モデル 
【CDM モデル】  R＆D → 知識資本 → イノベーション → 生産性 
【拡張成長会計】 投資的企業活動 → 有形・無形資本蓄積 → 成長 
【企業会計分析】 知的資産 → KPI（e.g. イノベーション） 
 

2.  イノベーション計測・分析の目的 
【マクロ評価】  科学技術政策の経済効果 
【ミクロ評価】  技術開発機関の案件形成・プロジェクト管理 
【資源配分】  学術俯瞰 
 

5 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

イノベーション指標化の課題 

 
 

 非R＆Dイノベーション活動の把握 
 ー イノベーション統計調査（Oslo M.）、ICT利用調査などの活用 
     国民経済計算、成長会計：イノベーション・サテライト会計へ 
     知的資本経営・同報告：用語、枠組みの国際的調和へ（WICI） 

 

 投入指標から成果、効果指標へ 
 ーイノベーションの下流（商品化、経済価値創造）の指標化 
 ー非経済的価値創造（環境、健康、開発など）の指標化 

 

 ネットワーク、共創、伝播の指標化 
 ー 論文・特許引用、経済取引関係のネットワーク分析 
 ー 企業参入退出、人材移動、多国籍企業、産学連携、クラスター 

6 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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イノベーション戦略

•  閣僚理事会議発議の 
3カ年プロジェクト 
(2007-2010) 

 

•  組織横断的協力事業 
 

•  政策分析と 
イノベーション計測 

 
　→ “

27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 7 

2009 2010 time 

horizontality 

innovation 
modes 

R&D 
funding 

Knowledge 
transfers 

Public 
incentives to 

innovation 

measuring 
innovation in 

the public 
sector 

measuring 
skills for 

innovation gap analysis 

intangible  
assets 

micro-macro 
 link Innovation and 

productivity 

Non technological 
innovation 

Innovation and 
human capital 

R&D tax 
incentives 

イノベーション計測 
（OECDイノベーション戦略） 

27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 8 
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micro-data 
based 

indicators 

exploiting the 
potential of 

existing data 

INNOVATION  
STRATEGY 

LONG TERM 
STRATEGY 

micro-based 
analysis of 

impacts 

measures of 
impacts 

measuring 
skills for 

innovation 

revising 
guidelines on 

measurement of 
HK  

measuring 
innovation in 

the public 
sector 

extending the 
Oslo manual 

BLUE SKY AGENDA 

OECDのSTI指標長期戦略 
（Blue Sky Agenda）  

9 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

•  科学技術産業局（STI） 
の隔年刊行物 

•  2011年版の副題は 
•  　　“

  
　 

　　イノベーション戦略PJの成果を反映 
 

27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 10 
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イノベーション 新たな成長源泉

11 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

企業のイノベーション戦略

12 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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科学技術とイノベーションの連関

13 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

グローバル化（学術研究）

 

14 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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企業 活動への公的支援
（間接支援へのシフト）

15 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

研究開発人材の流動性

16 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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中間・事後評価

17 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

中間・事後評価

18 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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追跡調査

NEDO  
 

19 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

追跡調査

20 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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バイドール調査

 

 
 

 
 

21 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

バイドール調査

22 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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イノベーションの学術俯瞰 

23 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 

Elsevier SciVal Spotlight 

24 27 December 2011 NISTEP データ・情報基盤 
に関する専門委員会 第２回 
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���� 5 イノベーション��の��の�ー������                

（�����ー����������� ���� ������） 

（1） イノベーションの概念は広がっている。 

イノベーションとインベンションあるいは知識創造とは相当開きがある。OECD が作っ

ている定義では、イノベーションにはプロダクトイノベーション（新製品など）とプロセスイ

ノベーションのほかにもマーケティング手法、あるいは組織・制度の導入実施なども含ま

れている。したがって研究所で研究開発（R&D）を実施して特許をとって論文を書いて

商品化して上市するというリニアモデルからは、イノベーションの概念は相当広がってい

る。 

つまり、科学技術とあまり関係の無い領域にまでイノベーションの領域が広がっている。

さらに、自分で R&D をしていなくてもプロダクトイノベーションができるという２つの要因に

よって、ミクロで連関を分析することが難しくなっている。 

（2） イノベーション計測は多様である。 

まず、CDM モデル（Crépon, Duguet and Mairesse）について説明する。これは OECD

が実施している R&D 分析である。このモデルでは R&D を実施した結果、知識資本が蓄

積され、これが説明変数となってイノベーションが誘発され、生産性に繋がる。ここにヒュ

ーマンリソース、フィジカルキャピタル、ネットワーキング等が加わり分析される。R&D アク

ティブでない企業が、国によって違いはあるものの半数程度を占める場合もあるため、こ

のモデルの有効性を疑う人もいる。 

別の手法として、拡張成長会計の手法がある。これは R&D に限らず様々な活動を無

形資本として捉え、これを有形資本に加えて成長会計を分析する手法である。SNA

（Systems of National Accounts、国民経済計算）や無形資本（Intangible Capital）はこ

れに属す。この手法ではイノベーションを直接計測しない。アクティビティをインプットだ

けで捉えて、成長会計のモデルの中で直接アウトプットと繋げる手法である。イノベーシ

ョン：新たな成長源泉（p11）に拡張成長会計分析でまとめた例を示した。国ごとに有形

（機械装置）、無形（ソフトウェア、R&D、ブランド）資産の GDP 比率を示している。この図

から R&D 以外の無形資産も多いことが分かる。 

ミクロ分析の手法である企業会計分析では、企業のパフォーマンスを見ることを目標

とする。R＆D、特許などを経営資産として取り入れ、新製品の上市といった計量できる

ものを企業のパフォーマンスの代替変数、Key Performance Indicator（KPI、重要業績

評価指標）として取り入れる。そして KPI を見ることにより企業のパフォーマンスを分析す

る手法である。 

このようにイノベーションには様々な分析手法がある。これらをリサーチコミュニティと

捉えてデータ・情報基盤を考えていく必要がある。 
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（3） 個々の名前が必須であるミクロ評価にはマクロ評価の手法は通常使えない。 

分析モデルについて議論したが、イノベーション計測・分析の目的の方が事情はもっ

と深刻である。科学技術政策の経済効果を調べる類のものはマクロ評価であるが、これ

はデータを個別に集めたとしても最終的にはそれらを積み上げて一体化して評価する。

OECD が実施しているのは基本的にはこの種のものである。一方、NEDO で行っている

案件形成や個々のプロジェクトの管理はミクロ評価である。これをマクロ手法で代替する

と通常失敗する。その理由は、例えば成功失敗の要因を指標として捉えようとしても、そ

の要因はプロジェクトごとに異なるため、積み上げることが出来ない、あるいは積み上げ

ても意味を持たないためである。したがって分析をする場合には自分はどちらの立場か

を最初に考えておく必要がある。 

マクロの立場であれば、個票データを使ったとしても最終的には個々の名前を明示

する必要はない。個人情報保護法の関連では、ブラックボックスの中では個人は特定さ

れているが、最終的には個人の名前は明示されない。すなわち匿名化してデータを集

める方法を工夫するといった程度で十分である。 

一方、ミクロ評価では、個々の名前が最終結果にも必要である。したがって個人情報

保護法等に関してマクロの場合に使えたものと同じ手法は使えない。一方、ミクロの場

合の利点は扱う案件が給付、助成に紐付けられていることであり、そのため助成元から

個別の情報を入手しやすい。例えば NEDO の追跡調査ではコストはかかっているが回

収率は 100%である。 

資源配分についてはどこが旬か、を知ることが重要である。東大の坂田グループの学

術俯瞰の例を p23 に、エルゼビア社の Elsevier SciVal Spotlight を p24 にイメージが分

かる資料として示した。資源配分に必要なデータにはそれほど洗練されたモデルを必

要としない。むしろ全体を鳥瞰でき、うまく解釈できるものがあればよい。 

このように、データ・情報基盤がカバーする領域は広く、イノベーションまで含めるとさ

らに広くなる。したがってどこにターゲットを絞るかが重要である。文部科学省、NISTEP

が予算元であることを考えると科学技術を中心に国に近いところから広げていくのは当

然であろう。また、大学ベンチャーまで範囲に含めるのはいいが、ベンチャーキャピタル、

個々の企業などを個別に調べることなどは広げすぎであろう。またラグもあるので計量分

析は難しいだろう。 

（4） イノベーション計測、政策分析の結果が OECD STI スコアボードに公表された。 

次に以前在籍したことのある OECD と、現在在籍している NEDO についても述べる。

OECD では 2007 年から 2010 年の 3 年間をかけ、OECD 全局を挙げてイノベーション

戦略に基づくプロジェクトを実施した。イノベーション計測についても進めており、今まで

出来ていなかった研究機関の Full Time Equivalent（FTE; 専従換算）や公的機関のイ

ノベーションなどについて、STI（科学技術産業局）だけでなく他部局も巻き込んで調査

した。プロジェクトの成果を反映した例を p10以降に示している。今年のOECD  STI ス

コアボードには新たな追加があり興味深いものとなっている。 
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先ほども述べたが、イノベーションの有形、無形資産の各国比較を p11 に、企業のイ

ノベーション戦略の各国比較を P12 に記した。国による違いもあるが、無形資産が大き

な領域を占めていることが分かる。次に、学術研究の共著関係を P14 に示した。中国の

存在感が大きくなっていることがわかる。また、研究開発人材の流動性を P16に示した。

日本の労働統計は統一性がないが、整合性をもって調査している国もあり、それらの

国々のデータが記されている。ネットワーキングのひとつの核としての人材の流動性は、

面白い領域ではないかと思う。 

（5） NEDO は追跡調査等を実施し、個々の課題についての評価（ミクロ評価）をしている。 

NEDO では中間・事後評価（p17）については、手間をかけ真剣に取り組んでいる。こ

の評価の場では先生方が白熱した議論を行う。しかしデータ・情報基盤はそこでは使わ

れていないというのが実情である。成果と事業化の見通しについて p18 に記載している

が、事業化の見通しは客観データではないため NEDO 内部でも統一できていない。

NEDO 追跡調査について P19, 20 に示したが、これは義務付けに近い扱いにしている

ため、よく調査されている。これから金銭評価をしようとすると、さらに調査して個々の経

緯を確認しつつ進める必要があるが、これは難しく、ミクロ指標をマクロ指標に変換する

ことは困難であることの一例となっている。バイドール調査を P21 に記した。対象特許

は 2 万件で一定の結果は出るが、知的資産が成果の全てでないことを考慮する必要が

ある。 

（6） 今後の方向性 

政策実務情報の活用・標準化は実施したほうがいい。給付と税など財務省と連携が

取れると面白い。カナダや北欧では財務統計が同じ部署にあるので実施しやすいが、

残念ながら日本では難しい。 

ミクロデータについて標準化して接続することは、有意義である。JST や NEDO などの

機関の風通しはよくすべきであると考えている。 

クラウドソーシングによりクローリングで得られる新たな情報を扱うことなど夢としては広

がるが、本事業ではまず手堅いところから始めるのがよいだろう。 

ミクロデータに関する取り組みは実施すべきである。名寄せ、データクリーニングには

大変な手間がかかるので、データ・情報基盤の事業で実施することには大きな価値が

ある。 

個人情報保護との関係では、タグ付け、匿名化などについて、IT を駆使して実現さ

せる方向もあるだろう。経産省では、匿名化の手法など機密情報関連について、進める

構想がある。 

国際比較可能な調査は、NISTEP が今まで取り組まれている科学技術人材、全国イ

ノベーション調査などと並行して進めてほしい。また、OECD との連携は必須である。 
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